
１ は じ め に

１９９０年代の銀行業はバブル崩壊後の不況と不良債権問題により低迷を余儀な

くされた。９０年代後半に入ると破綻金融機関の救済や預金者保護のために合併

や営業・事業譲渡が相次いで実施される一方で，事業再編を目指した大手銀行

間の合併・経営統合や，業態別参入規制の緩和による新規銀行の設立などの新

たな動きが進展した1。

銀行業の再編が融資活動を介して実体経済に及ぼす影響に対しては，多くの

関心が注がれてきた。とりわけ，大手企業と異なり，間接金融に大きく依存す

る中小企業への影響を懸念する声は度々聞かれた。その発端は９３年頃から問題

となった「貸し渋り」であった（吉川他，１９９４）。実際，中小企業向け貸出が

担保価値の代理変数である地価の水準に強く影響を受けることは，小川・北坂

（１９９８）や山崎・竹田（１９９７）等が既に明らかにしている。

また，中小企業の資金繰り悪化に対する政策的対応が果たして有効であった

のかという点に関しても議論がなされてきた。９７年以降，大手銀行の破綻が相

次ぎ，金融危機が顕在化すると，政府は９８年夏に「中小企業等貸し渋り政策大

綱」を決定し，信用保証の提供を通じて中小企業の資金繰りの緩和を試みた。

松浦・竹澤（２００１）は，「この政策的対応が中小企業向け貸出増加という効果

＊西南学院大学経済学部助教授。E-mail : korenaga@seinan-gu.ac.jp.
1 銀行破綻の個別経緯と当局の破綻処理政策を整理した上で政策評価の論点を整理
したものに戸井（2001）がある。
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をあげえたのか」を検証するために，中小企業向け貸出の都道府県別パネルデー

タに基づく貸出関数を推定した。その結果，貸出の経済合理的決定に不可欠な

貸出金利や地価，不良債権比率は統計的に有意であるものの，政策変数である

信用保証協会の保証債務残高は統計的に有意ではないことを示した。

他方，渡辺・澤田（２００４）は，この時期の銀行統合を先進国の銀行産業が直

面する産業構造の変化の一環として位置づけ，銀行統合が企業向け融資にどの

ような影響を与えるかを考察した。その結果，日本の場合，「地銀以下クラス

の銀行については銀行規模が大きくなると中小企業向け比率が低くなる傾向が

確認できる」のに対して，「都市銀行については銀行規模と中小企業向け比率

の間にこうした関係はみられない」ことを確認している。渡辺・澤田（２０００）

の分析の中心は積極的な事業再編成を目指したM&Aの結果としての銀行統合

であるが，銀行の融資姿勢に影響を与えるという点では，破綻金融機関の処理

などによって生じた合併，営業・事業譲渡の場合も例外ではないだろう。

そこで，本稿では１９９０年代半ば以降に発生した合併と営業・事業譲渡が中小

企業向け貸出に与えた影響を検討する。また，これらのイベントと関連して実

施された預金保険機構による資金援助・資本増強政策の効果についても検討す

る。まず，次節でイベント発生前後の企業業績と中小企業向け貸出の推移を記

述統計に基づいて比較検討する。続く３節では，２節で観察された傾向を厳密

に検証するために，中小企業向け貸出関数の推定を行なう。最後に，結論と今

後の課題を述べる。

２ イベント前後の企業業績と中小企業向け貸出の推移

この節では，合併や営業・事業譲渡などのイベントが企業業績と中小企業向

け貸出に与えた影響を検討する。具体的には，個々の事例についてイベント前

後の企業業績と貸出行動を比較する。それに先立って，９５年以降の営業・事業

譲渡等の破綻金融機関の処理，そして合併，経営統合，新規銀行設立等の事業

再編の進展状況を付表 Aに示した。また，１９９０年代初頭以降，破綻金融機関

の処理と関連して実施された，預金保険機構の資金援助実績を付表 Bに掲げ

た。更に，１９９７年度末から各種立法に基づき実施された預金保険機構による資
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本増強実績を付表 Cに掲げた。

分析対象は全国銀行協会加盟の普通銀行のうち，１９９５年度から２００１年度まで

の間に普通銀行または他の金融機関と合併したか，営業・事業譲渡を受けた銀

行とした。イベント発生の企業業績に対する影響を捉える指標としては，業務

純益率（％），業務粗利益率（％）および資本貸出比率（％）を用いた。ここ

で業務純益率と業務粗利益率は総資産１円当りの業務純益または業務粗利益で

あり，資本貸出比率は資本金の総貸出に対する比率である。業務純益は貸倒引

当金繰入後の利益であり，銀行経営者の債権償却に対する態度の違いも反映す

るのに対して，業務粗利益は業務純益に貸倒引当金繰入額を繰り戻したもので

あり，償却行動の影響を除去している。資本貸出比率は貸出リスクに対する銀

行の負債構成における態度を捉える指標である。また，事後的にみれば，資本

は貸し倒れなどのフローの損失発生に対する償却原資である。他方，中小企業

向け貸出への影響を捉える指標としては，中小企業向け貸出額（１０億円）とそ

の変化率（％，年率），中小企業向け貸出比率（％）とその変化分（point），

の４つを用いた。ここで中小企業向け貸出比率は総貸出額に占める中小企業向

け貸出額の比率である。この７指標についてイベント発生前３年間と発生後３

年間を比較した。ただし，合併や営業・事業譲渡を複数回経験している銀行に

ついては，その影響を除去するため計測期間を調整した。また，預金保険機構

による資金援助や資本増強の有無に関しても明示した。

合 併

合併の事例を表１と表２に掲げた。合併は普通銀行を相手とするものが６件，

その他金融機関を相手とするものが４件発生している。このうち福徳・難波，

阪神・みどりの２件の合併は預金保険機構から資金援助を受けており，救済合

併の色合いが濃い。また，普通銀行を相手とする合併のうち５件が資本増強を

受けている。その他の銀行も事業再編を積極的に進めているものが多く，合併

や事業・営業譲渡を複数回経験している。

まず，業務純益率は福徳・難波の「発生後」を除いてプラスであり，大手銀

行が概して高い。合併後に業務純益率が低下した銀行が６行と過半数を超えて
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いるが，これには福徳・難波，阪神・みどりといった破綻処理の事例が含まれ

ている。資本貸出比率が合併後に低下した銀行は５件と過半数を超えている。

ただし，これは資本増強の影響も受けている。次に，表２から中小企業向け貸

出の動向をみると，普通銀行を相手とする合併の場合，全ての銀行で貸出額は

合併後の方が合併前よりも低い。これは不良債権処理の結果と考えられる。し

表１ イベント発生と銀行の経営業績：合併

イ ベ ン ト 発生
年度

資金
援助

業務純益率（％）
発生前 発生後 差

合併（対銀行）
三菱 １９９６ ０．６３６
東京 ０．８２２

東京三菱 （０．６９６） ０．６０４ △０．０９３
福徳 １９９８ ○ ０．６６４
難波 １．１２６

なみはや （０．７５３） △０．６７７a △１．４３０
阪神 １９９９ ○ ０．８９２
みどり ０．２６８

みなと （０．４８０） ０．４１２b △０．０６８
大阪 ２０００ ０．４９３
近畿 ０．５２３

近畿大阪 （０．５０９） ０．２３０c △０．２７９
住友 ２００１ ０．６６８d

さくら ０．６４０e

三井住友 （０．６５５） ０．８９４f ０．２３９
三和 ２００１ ０．５７５
東海 ０．４２３

UFJ （０．５１６） ０．６４９ ０．１３３
合併（対その他金融機関）

伊予 １９９９ ０．７５５ ０．６３０ △０．１２５
愛媛 ２０００ ０．５８８ ０．７２４ ０．１３６
大垣共立 ２０００ ０．３７６g ０．３１９ △０．０５７
みなと ２００１ ０．４１２h ０．７９２ ０．３８１

単位：％
出典：『全国財務諸表分析』（全国銀行協会）および各行の有価証券報告書など。
備考：（１）業務純益率および業務粗利益率は業務純益と業務粗利益をそれぞれ総資産額で割ったもの

である。資本貸出比率は資本金額を総貸出額で割ったものである。
（２）業務純益率，業務粗利益率および資本貸出比率は期間中の単純平均を計算した。
（３）各変数について，t年度中にイベントが発生した場合，「発生前」を t－４年度末から t－
１年度末までの３年間とした。また，「発生後」は t年度末から t＋３年度末までの３年間と
した。「変化」は「発生前」と「発生後」の差である。

（４）データの利用制約のため，９５年度の「発生前」は９２年度末から９４年度末までの２年間とし
た。「発生後」についても，００年度は００年度末から０２年度末まで，０１年度は０１年度末から０２
年度末までとした。

（５）合併（対銀行）の括弧内の数値は，合併発生前における２銀行のデータを集計して計算し
た。また，営業・事業譲渡（対銀行）の括弧内の数値は，譲渡発生前および発生後における
譲渡元と譲渡先の銀行のデータを集計して計算した。

（６）合併（その他金融機関）の合併相手の金融機関と，営業・事業譲渡（その他金融機関）の
譲渡元の金融機関については割愛した。
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かし，貸出の変化率でみると合併前はほとんどの銀行でマイナスであったが，

合併後は多くの銀行がプラスに転じている。つまり，中小企業向け貸出は合併

前から既に減少傾向にあったが，合併を境に増加傾向に転じている。これに対

して，その他金融機関を相手とする合併の場合，貸出額は全ての銀行で合併後

の方が高い。また，貸出変化率は，前年に合併したみなと銀行を除いて，合併

表１（続き）

業務粗利益率（％） 資本貸出比率（％）
発生前 発生後 差 発生前 発生後 差

０．７８４ ５．６６２
１．０６０ ８．４６０
（０．８７４） １．４１３ ０．５３９ （６．３９８） ６．６２０＊ ０．２２１
１．９６６ ３．２５８
３．０６１ ３．７１８
（２．１７７） ３５．９２１a ３３．７４４ （３．３５３） －１４．８９６７a …
１．５８３ ２．９７７
２．９９６ △１．９８３
（２．５５５） ０．５０２b △２．０５３ （△０．４５０） ４．２９９b ４．７４９
１．５７８ ３．３６９
１．４１０ ３．０４０
（１．４７６） １．６４３c ０．１６７ （３．１７９） ３．０６０c,＊ △０．１１９
１．９０７d ５．１９９d,＊

１．４６８e ６．２７５e,＊

（１．７０４） ０．８９５f △０．８１０ （５．７３２） ４．６５６f △１．０７５
１．４２７ ６．２２０＊
１．２２８ ７．３８６＊
（１．３４９） １．４９７ ０．１４７ （６．６６１） ５．２５３ △１．４０８

１．２２４ １．０６２ △０．１６２ ６．２８８ ９．３８６ ３．０９８
１．１７１ １．８３５ ０．６６４ ５．６５４ ５．４７６ △０．１７７
０．８９９g ０．９９６ ０．０９７ ５．０８３g ５．６２７ ０．５４４
０．５０２h １．１５４ ０．６５１ ４．２９９h ３．７３８ △０．５６１

脚注：ａ．００年度に大和銀行と近畿銀行へ営業譲渡したため，９８年度末から９９年度末までの１年間で
計算した。

ｂ．００年度に北兵庫信用組合から事業譲渡され，０１年度に神戸商業信用組合と合併した。ここ
では９９年度末から００年度末までの１年間で計算した。

ｃ．同年度中になみはや銀行から営業譲渡された。ここでは００年度末から０２年度末までの２年
間で計算した。

ｄ．９８年度に西南信用組合から事業譲渡された。
ｅ．９８年度に田辺信用組合から事業譲渡された。
ｆ．０２年度にわかしお銀行と合併するが，ここでは０１年度末から０２年度末の１年度で計算した。
ｇ．９７年度に東海信用組合から事業譲渡された。
ｈ．９９年に阪神銀行とみどり銀行が合併して誕生し，００年度に北兵庫信用組合から事業譲渡さ
れた。ここでは９９年度末から００年度末までの１年間で計算した。

＊当該期間に預金保険機構による資本増強を受けた。
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前も合併後もプラスであり，合併後の方がやはり高い。つまり，中小企業向け

貸出は合併前から増加傾向にあり，合併後もその傾向は一層強まっている。最

後に，中小企業向け貸出比率は大半の銀行で合併後の方が高い。ただし，変化

分でみると合併前は多くの銀行で増加傾向にあったが，合併後は半数の銀行が

減少傾向に転じている。これは貸出業務における中小企業の比重は合併前後に

増加したが，その後，一部の銀行は中小企業から大企業へ貸出をシフトしてい

ることを意味する。

要約すれば，企業業績に関しては，個々の事例に特有の要因や政策の影響が

表２ イベント発生と中小企業向け貸出：合併

イ ベ ン ト 発生
年度

中小企業向け貸出額
金額（１０億円） 変化率（％）

発生前 発生後 差 発生前
合併（対銀行）

三菱 １９９６ １８，１３０ ０．４８
東京 ２，５０７ △ ６．６７

東京三菱 （２０，６３６） ２０，６０２ △ ３４ （△ ０．２２）
福徳 １９９８ １，１４３ △ ５．７６
難波 ３１９ △ １．５６

なみはや （１，４６２） １，１５１a △ ３１１ （△ ４．８６）
阪神 １９９９ ８４６ ０．１５
みどり １，３２４ △２３．８７

みなと （２，１６９） １，７３０b △ ４４０ （△１３．９７）
大阪 ２０００ １，１７２ △ ４．２４
近畿 １，７３１ △ ２．１９

近畿大阪 （２，９０３） ２，８５１c △ ５２ （△ ３．０３）
住友 ２００１ ２０，３０４d △ ２．４３d

さくら ２０，７７８e ０．２０e

三井住友 （４１，０８２） ３７，７６４f △３，３１８ （△ １．１１）
三和 ２００１ １８，２９５ △ ０．６２
東海 １１，４５２ １．２９

UFJ （２９，７４７） ２７，４３０ △２，３１７ （０．１１）
合併（対その他金融機関）

伊予 １９９９ ２，０８３ ２，２５６ １７２
愛媛 ２０００ ９７９ １，０５６ ７７ ０．８６
大垣共立 ２０００ １，６５４g １，８１６ １６２ ０．７９g

みなと ２００１ １，７３０h １，７９４ ６４ １７．３９h

単位：１０億円，％
出所：『全国財務諸表分析』（全国銀行協会）および各行の有価証券報告書など。
備考：（１）中小企業向け貸出比率は中小企業向け貸出額の総貸出額に占める比率である。

（２）中小企業向け貸出額（金額）および中小企業向け貸出比率（平均）は期間中の単純平均を
計算した。中小企業向け貸出額（変化率）は期間中の変化率を計算し，年率に換算した。

（３）各変数について，t年度中にイベントが発生した場合，「発生前」を t－４年度末から t－
１年度末までの３年間とした。また「発生後」は t年度末から t＋３年度末までの３年間と
した。「変化」は「発生前」と「発生後」の差である。
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大きいこともあり，共通した傾向を見出すことはできなかった。貸出行動に関

しては，合併後の中小企業向け貸出額の水準は幾つかの銀行で減少したものの，

合併前後の変化率と貸出比率を見る限り，中小企業向け貸出は抑制されている

とは一概にいえない。

営業・事業譲渡

次に，普通銀行から営業・事業譲渡を受けたケースに移ろう。表３と表４を

みてほしい。この種のイベントは１０件発生しており，２１行が譲渡を受けている。

表２（続き）

中小企業向け貸出額 中小企業向け貸出比率（％）
変化率（％） 平均（％） 変化（point）

発生後 差 発生前 発生後 差 発生前 発生後

５７．８８ １．２９
２２．４０ △１．２７

０．３５ ０．５７ （４８．３８） ５１．７１ ３．３３ （０．３０） １１．６１
８７．１４ ２．７７

９６．２２ ２．７１
△１０．８５a △ ５．９９ （８８．９７） ９３．８６a ４．８８ （２．９６） ５．０７a

９０．７７ １．２１
８５．８７ ２．２２

１７．３９b ３１．３７ （８７．７３） ８９．０１b １．２８ （２．６７） △２．６９b

８８．８２ １．３１
９０．９７ ６．００

０．９３c ３．９６ （９０．０９） ９２．９１c ２．８２ （４．０６） △０．５９c

６１．５７d ４．１５d

６４．１６e ９．１０e

△ ５．２４f △ ４．１３ （６２．８５） ６４．４３f １．５８ （６．６０） △０．５６f

５８．５９ ６．０５
６０．１９ ７．００

１．３０ １．１９ （５９．２０） ６７．５４ ８．３５ （６．４２） ３．９２

０．７９ ０．４９ ８１．１４ ８４．０２ ２．８８ △１．０９ △１．８０
０．８８ ０．０３ ８５．７１ ８８．４８ ２．７７ １．５３ △０．５５
０．８１ ０．０３ ７８．４０g ８１．７５ ３．３６ ３．７９g ０．３２

△ ３．５２ △２０．９１ ８９．０１h ８７．５０ △１．５２ △２．６９h ０．６３

（４）データの利用制約のため，９５年度の「発生前」は９２年度末から９４年度末までの２年間とし
た。「発生後」についても，００年度は００年度末から０２年度末まで，０１年度は０１年度末から０２
年度末までとした。

（５）合併（対銀行）の括弧内の数値は，合併発生前における２銀行のデータを集計して計算し
た。また，営業・事業譲渡（対銀行）の括弧内の数値は，譲渡発生前および発生後における
譲渡元と譲渡先の銀行のデータを集計して計算した。

（６）合併（その他金融機関）の合併相手の金融機関と，営業・事業譲渡（その他金融機関）の
譲渡元の金融機関については割愛した。

脚注：表１を参照。
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その際，全ての銀行が預金保険機構から資金援助を受けている。譲渡元の業務

純益率，資本貸出比率がマイナスであるケースが多いのが特徴であり，破綻金

融機関の処理という性格が強い。これらは大別して２つのタイプからなる。第

１のタイプは預金者保護を重視して破綻金融機関と営業地域の重複した銀行か

ら譲渡先を選定したケースであり，この中には徳陽シティや新潟中央のように

譲渡債権が細分化された事例が含まれる。第２のタイプはみどり，わかしお，

関西さわやか，東京スターのように受け皿となる銀行を新設立したケースであ

表３ イベント発生と銀行の経営業績：営業・事業譲渡（対銀行）

イ ベ ン ト 発生
年度

資金
援助

業務純益率（％）
発生前 発生後 差

営業・事業譲渡（対銀行）
兵庫→みどり（新設） １９９５ ○ ０．５３０ ０．２６８ △０．２６２
太平洋→わかしお（新設） １９９６ ○ ０．４９８ … …
京都共栄 １９９８ ○ ０．４７３

幸福 ０．８３０ … …
北海道拓殖 １９９８ ○ ０．５８２i

北洋 ０．９７８ ０．６１１ △０．３６６
陽シティ １９９８ ○ ０．４９４j

七十七 ０．８１８ ０．６３７ △０．１８１
武蔵野 ０．５５９ ０．４５２ △０．１０８
北日本 ０．７４０ ０．５３３ △０．２０７
仙台 ０．６２６ ０．３８６ △０．２４０
福島 ０．７９１ ０．０７２ △０．７１９
栃木 １．２２５ ０．５６１ △０．６６４
東日本 ０．６９９ ０．８８５k ０．１８５

国民 ２０００ ○ △１．３５０
八千代 ０．７６８l ０．４４７ △０．３２１

なみはや（旧・福徳） ２０００ ○ △０．０１８
大和 ０．５５４ …m …
近畿大阪 ０．５０９n ０．２３０ △０．２７９

幸福→関西さわやか（新設） ２０００ ○ １．５８９o … …
新潟中央 ２００１ ○ △０．３９８

群馬 ０．７２０ ０．８４３ ０．１２４
第四 ０．４３３ ０．５７９ ０．１４６
八十二 ０．５８４ ０．４８４ △０．１００
東和 ０．５１０ ０．５３５ ０．０２５
東日本 ０．５２３p ０．７９３ ０．２７０
大光 ０．７５９ ０．４７８ △０．２８１

東京相和→東京スター（新設） ２００１ ○ △０．６８７ … …

単位：％
出典：表１と同じ。
備考：表１と参照。
脚注：ｉ．データ利用制約のため，９４年度末から９６年度末までの２年間で計算した。

ｊ．データ利用制約のため，９４年度末から９６年度末までの２年間で計算した。
ｋ．０１年度に新潟中央銀行から営業譲渡された。
ｌ．９８年度に相模原信用組合から事業譲渡された。
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る。なお，合併の場合と同様，合併や営業・事業譲渡を複数回経験している銀

行が少なくない。

まず，業務純益率はプラスを維持しているが，大半の銀行が譲渡後に業務純

益率を低下させている。これに対して，業務粗利益率はやはりプラスだが，譲

渡後に低下している銀行は半数に満たない。また，譲渡後に業務粗利益率が低

下した銀行は最近の時期に集中しており，銀行の収益性が貸出市場全体の動向

と関連していることをうかがわせる。資本貸出比率はみどりと近畿大阪を除く

表３（続き）

業務粗利益率（％） 資本貸出比率（％）
発生前 発生後 差 発生前 発生後 差

１．０９７ ２．９９６ １．８９９ ４．９３５ △１．９８３ △６．９１８
０．９２３ … … △ ２．１５３ … …
６．８４６ △ ０．０８１
２．４３６ … … ２．７４３ … …
１．９３４i ４．１８７i

１．３７１ １．２６３ △０．１０８ ４．２７９ ４．６１３ ０．３３３
１．６６２j ２．９９９j

０．９８９ １．０７２ ０．０８２ ６．５５２ ８．６８１ ２．１２９
０．９９２ １．０４４ ０．０５２ ５．０７７ ５．４９１ ０．４１４
０．９３９ １．６４０ ０．７０１ ６．３０９ ７．２１５ ０．９０６
０．８７０ ０．９８１ ０．１１２ ３．８５４ ４．１２６ ０．２７３
１．７６２ １．７９１ ０．０２９ ４．２５３ ４．５４７ ０．２９５
１．７３２ １．５６３ △０．１６８ ６．２７４ ７．１７３ ０．８９９
１．４３４ １．２２４k △０．２０９ ４．３０７ ５．５３０k,＊ １．２２３
５．６３６ △１６．０４８
２．０１l ０．８８４ △１．１２６ ３．３３４l ６．２４０＊ ２．９０６
１２．９９５ △ ６．４８５
２．００２ …m … ７．２１１＊ ９．０７９m １．８６８
１．４７６n １．６４３ ０．１６７ ３．１７９n ３．０６０＊ △０．１１９
１３．９２４o … … △１０．５０７o …＊ …
９．３８５ △１７．７２８
１．３７９ １．１４１ △０．２３８ ７．４４２ ７．６１３ ０．１７２
０．９６０ ０．８７５ △０．０８６ ７．３７０ ７．６４５ ０．２７５
１．１６２ ０．８６３ △０．３００ ８．００１ ８．８６５ ０．８６４
０．９７３ １．００４ ０．０３１ ４．７２８ ４．８４２ ０．１１４
１．３０８p １．０４８ △０．２６０ ４．８２４p,＊ ６．１０３ １．２８０
１．２８８ １．１８８ △０．１００ ５．４４３ ７．００２ １．５５９
９．８００ … … △１９．７６９ … …

ｍ．０１年度にあさひ信託銀行と合併し，更に０２年度にあさひ銀行と会社分割・合併してりそな
銀行と埼玉りそな銀行に再編された。ここでは００年度末のみ用いた。

ｎ．００年度に大阪銀行と合併して近畿大阪銀行となった。ここでは近畿銀行と大阪銀行のデー
タを集計した。

ｏ．９８年度に京都共栄銀行から営業譲渡された。
ｐ．９８年度に 陽シティ銀行から営業譲渡された。
＊当該期間に預金保険機構による資本増強を受けた。
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全ての銀行で譲渡後に上昇している。中小企業向け貸出額に関しては譲渡前後

で明確な変化は見出せないが，強いていえば，最近の事例になるほど譲渡後の

貸出額の方が低い傾向がある。これも貸出市場全体の動向によるのかもしれな

い。貸出変化率は譲渡前からマイナスである銀行が過半数を占めるが，発生後

は大半の銀行がマイナスとなる。また，譲渡前後を比較すると，９８年の東日本

と００年の近畿大阪を除く全ての銀行で譲渡後の方が低く，中小企業向け貸出を

抑制する傾向が強まっている。ただし，貸出比率をみると，譲渡前と比べて譲

渡後が必ずしも低いわけではない。また貸出比率の変化分にも共通した傾向は

表４ イベント発生と中小企業向け貸出：営業・事業譲渡（対銀行）

イ ベ ン ト 発生
年度

中小企業向け貸出額
金額（１０億円） 変化率（％）

発生前 発生後 差 発生前
営業・事業譲渡（対銀行）
兵庫→みどり（新設） １９９５ ２，３８２ １，３２４ △１，０５８ △ ０．０９
太平洋→わかしお（新設） １９９６ ５７９ … … ２．２３
京都共栄 １９９８ ２８４ △ ３．１２

幸福 １，４７９ … … △ ５．０１
北海道拓殖 １９９８ ４，６４９h △ ０．２３i

北洋 １，１７０ ２，７０２ １，５３２ ９．４１
陽シティ １９９８ ５０８i △ １．９０j

七十七 １，８６７ ２，０７９ ２１２ ３．９１
武蔵野 １，４７３ １，５２３ ４９ ２．１８
北日本 ５９３ ６３９ ４６ ３．２０
仙台 ３０７ ４１９ １１３ ３．０７
福島 ５５６ ４９５ △ ６１ △ ０．３０
栃木 １，１３８ １，１７７ ３９ ３．６３
東日本 １，１７０ １，２２８j ５７ ０．２１

国民 ２０００ ３９１ △ ８．７５
八千代 １，３０１k １，３０３ ２ ０．９６l

（１，６９１） （１，３０３） （△ ３８９）
なみはや（旧・福徳） ２０００ １，１１４ △ ０．７７

大和 ７，５１６ ７，８４７l ３３１ ０．７５
近畿大阪 ２，９０３m ２，８５１ △ ５２ △ ３．０３n

幸福→関西さわやか（新設） ２０００ １，３７２n … … ０．９１o

新潟中央 ２００１ ７７３ △１２．３４
群馬 ２，６２９ ２，５９５ △ ３５ △ ０．１１
第四 １，６９０ １，５５４ △ １３６ △ ２．０８
八十二 ２，６０３ ２，４９３ △ １１１ ０．３１
東和 １，０９８ １，０７９ △ １９ △ ０．２０
東日本 １，２０１o １，２５７ ５７ ２．３７p

大光 ６３３ ７１４ ８１ △ １．１４
（１０，６２６） （９，６９２） （△ ９３５）

東京相和→東京スター（新設） ２００１ １，５３９ … … △ ８．７２

単位：１０億円，％
出典：表２と同じ。

銀行業の再編と中小企業向け貸出－６２－

見られない。強いていえば，００年度以前は譲渡後に大企業から中小企業へ貸出

をシフトさせた銀行が多いのに対して，００年度以降は逆に大企業から中小企業

へシフトさせた銀行が多い。しかし，これも貸出市場の動向に起因するのかも

しれない。

続いて，その他金融機関からの営業・事業譲渡を検討しよう。表５と表６を

みてほしい。このタイプのイベントは全部で１８件発生しており，そのうち１７行

が預金保険機構から資金援助を受けている。譲渡前後に資本増強を受けた銀行

が６行（計１０回）ある。つまり，ほとんどの事例が破綻した金融機関の処理に

表４（続き）

中小企業向け貸出額 中小企業向け貸出比率（％）
変化率（％） 平均（％） 変化率（％）

発生前 差 発生前 発生後 差 発生前 発生後

△２３．８７ △２３．７９ ８６．３１ ８５．９６ △０．３４ △０．３０ ２．２２
… … ９０．６０ … … △３．５１ …

９６．３９ ２．０３
… … ８９．２４ … … １．５３ …

６４．６２i ２．６９i

４．２１ △ ５．２０ ８０．５３ ７２．９６ △７．５７ △０．４６ ７．６９
８４．４５j △１．２１j

△ ０．４１ △ ４．３１ ６５．１９ ６５．７３ ０．５４ △２．１８ △１．７２
△ ０．３６ △ ２．５４ ８４．６４ ８６．０５ １．４１ △１．０７ ０．０３
△ ０．７２ △ ３．９２ ７９．１５ ８５．３３ ６．１８ △１．０６ ４．９７
△ ０．２４ △ ３．３１ ８３．６６ ８７．３４ ３．６９ １．７０ ３．２６
△ ３．９３ △ ３．６２ ９２．５４ ９２．１７ △０．３７ △１．２６ １．５１
０．４３ △ ３．２０ ９１．６９ ９１．８７ ０．１９ △０．５９ １．７１
１．９０k １．６９ ９０．７２ ９２．３１k １．５９ △１．８２ ２．６１k

８７．７５ △０．７０
０．９５ △ ０．０１ ９６．１８l ９５．６８ △０．４９ １．１９l △３．５３

９０．９４ ８．６７
…m … ７４．２４ ７６．８９m ２．６５ ７．２７ …m

０．９３ ３．９６ ９０．０９n ９２．９１ ２．８２ ４．０７n △０．５９
… … ９０．８２o … … ３．８０o …

９２．４５ ４．８０
△ ０．５９ △ ０．４８ ７１．２２ ７０．９７ △０．２５ ４．８２ ０．２３
△ ２．６８ △ ０．６０ ７１．１２ ６５．０３ △６．０９ １．３７ △２．４３
△ ２．５８ △ ２．８９ ６７．７２ ６５．３４ △２．３９ ３．１３ △０．６５
△ ３．３０ △ ３．１０ ９０．１８ ８７．８８ △２．３０ ０．０４ ０．０５
△ ０．３２ △ ２．６９ ９１．５９p ９２．０８ ０．５０ ３．１２p △０．８８
△ １．８４ △ ０．７０ ９４．１０ ９５．０６ ０．９６ ３．６７ △１．３６

… … ８９．６１ ９４．１０ ９４．１０ ４．０９ …

備考：表２と参照。
脚注：表３を参照。
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関連している。また，表には明示していないが，破綻金融機関と営業地域が密

接した銀行が譲渡先として選ばれている。なお，資本増強を受けた銀行の多く

は大手銀行であり，その後も合併等の事業再編を進めている。

まず，業務純益率はプラスを維持しており，譲渡後に業務純益率が低下した

銀行は半数程度である。しかし，大手銀行を除いた場合，多くの銀行で譲渡後

の業務純益は低下している。業務粗利益率はプラスであり，先程と同様，譲渡

後の方が低い銀行は最近の時期に集中している。資本貸出比率はほとんどの銀

行で譲渡後の方が高い。ただし，これは資本増強の影響も受けており，資本増

強を受けた銀行は全て上昇している。中小企業向け貸出への影響に関しては，

普通銀行からの営業・事業譲渡の場合と似た傾向がみられる。貸出額はほとん

どの銀行で譲渡後に低下している。また，貸出変化率をみると，譲渡後もプラ

スを維持している銀行も数行存在するが，譲渡前と比べて変化率が低下した銀

表５ イベント発生と銀行の経営業績：営業・事業譲渡（対その他金融機関）

イ ベ ン ト 発生
年度

資金
援助

業務純益率（％）
発生前 発生後 差

営業・事業譲渡（対その他金融機関）
福井 １９９６ ○ ０．２８１ ０．７６４ ０．４８３
東海 １９９６ ○ ０．５９７ ０．５２２ △０．０７５
福岡 １９９７ ○ ０．５７３ ０．３９４ △０．１７９
横浜 １９９７ ○ ０．５２６ ０．６９０ ０．１６４
十六 １９９７ ○ ０．５３５ ０．４８４ △０．０５１
大垣共立 １９９７ ○ ０．４３１ ０．２８８q △０．１４４
さくら １９９８ ○ ０．４８９ ０．７７７r ０．２８８
住友 １９９８ ○ ０．６０８ ０．７８８s ０．１８０
北越 １９９８ ○ ０．６８２ ０．７２５ ０．０４２
南都 １９９８ ○ ０．６５２ ０．４５７ △０．１９５
あさひ １９９８ ○ ０．５７９ ０．５７９ ０．００１
八千代 １９９８ ○ ０．９４９ ０．７１６t △０．２３３
紀陽 １９９９ ○ ０．８３２ ０．６０４ △０．２２８
百五 １９９９ ○ ０．５７８ ０．４４０ △０．１３８
みなと ２０００ ○ …u …v …
百十四 ２０００ ○ ０．５１０ ０．２５５ △０．２５５
十八 ２００１ ０．４８１ ０．６９７ ０．２１６
福邦 ２００１ ○ ０．６２３ ０．６４８ ０．０２５

単位：％
出典：表１と同じ。
備考：表１と参照。
脚注：ｑ．００年度に郡上信用組合と合併した。ここでは９７年度末から９９年度末までの２年間で計算し

た。
ｒ．０１年度に住友銀行と合併し，三井住友銀行となった。ここでは９８年度末から００年度末まで
の２年間で計算した。
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行がほとんどである。他方，貸出比率の推移をみると，大半の銀行で譲渡後の

方が高い。これは貸出の抑制が中小企業向けよりもむしろ大企業向けに強く表

われていることを意味する。最後に，貸出比率の変化分をみると，最近になっ

て大企業から中小企業へ貸出をシフトさせた銀行がみられる。

要約すれば，企業業績に関しては，一部の大手銀行を除いて，譲渡を受けた

銀行の大半は業績を低下させた。この傾向は譲渡元が普通銀行の場合に強くみ

られた。資本貸出比率は譲渡後に上昇した銀行が多かった。ただし，これは資

本増強策の影響も受けていると考えられる。他方，貸出行動に関しては，貸出

変化率をみる限り，ほとんどの銀行が譲渡後に中小企業向け貸出を抑制してい

る。ただし，貸出比率の推移からは，譲渡後の方が中小企業向け貸出の割合が

高い銀行が多い。この傾向は譲渡元がその他の金融機関の場合に強くみられた。

表５（続き）

業務粗利益率（％） 資本貸出比率（％）
発生前 発生後 差 発生前 発生後 差

０．３１８ １．１６７ ０．８４９ ６．７７８ ６．８６０ ０．０８２
１．２８６ １．３６５ ０．０７９ ４．６４６＊ ６．２９２＊ １．６４６
０．８２４ １．５６８ ０．７４４ ５．３６４ ６．０７８ ０．７１４
１．３７９ １．５０３ ０．１２４ ４．６８７ ４．８９７＊ ０．２１１
０．７９４ ０．９０２ ０．１０８ ５．０５１ ６．３６１ １．３１０
０．６３１ ０．８９０q ０．２５９ ５．３２６ ５．０３３q △０．２９２
１．０３８ １．２６８r ０．２３１ ４．４１１＊ ７．１３３r,＊ ２．７２２
１．１６９ １．８０２s ０．６３３ ５．３２９＊ ５．８７６s,＊ ０．５４８
１．０４９ １．５８６ ０．５３７ ５．７５６ ５．３６２ △０．３９３
１．５４９ １．１６９ △０．３８０ ６．８１８ ７．２３８ ０．４２０
１．３６８ １．５４５ ０．１７７ ４．１３２＊ ６．１０６＊ １．９７４
２．１３０ １．３１３t △０．８１７ ３．９８８ ５．２１６t,＊ １．２２８
２．０２７ １．０９２ △０．９３５ ４．５４８ ４．７６１ ０．２１３
０．９０１ ０．６９０ △０．２１０ ６．３８４ ９．１０４ ２．７２０
…u …v … ４．６６０u ３．９３７v △０．７２３
０．８９８ １．３１７ ０．４１８ ６．６６１ ７．４０６ ０．７４５
１．１５５ １．３９７ ０．２４１ ８．３９６ ８．６０２ ０．２０６
１．０６０ ０．９０２ △０．１５８ ５．３８０ ６．５６１ １．１８２

ｓ．０１年度にさくら銀行と合併し，三井住友銀行となった。ここでは９８年度末から００年度末ま
での２年間で計算した。

ｔ．００年度に国民銀行から営業譲渡された。
ｕ．９９年度にみどり銀行と阪神銀行の合併により設立された。ここでは９９年度末のみ用いた。
ｖ．０１年に神戸商業信用組合と合併した。ここでは００年度末のみ用いた。
＊当該期間に預金保険機構による資本増強を受けた。
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３ 中小企業向け貸出関数の推定

前節では，合併や営業・事業譲渡が企業業績・貸出行動に与える影響を記述

統計に基づいて検討した。その結果，イベント前後では企業業績や貸出行動に

無視できない差があることが明らかになった。しかし，前節の分析方法には幾

つかの問題点がある。まず，多くの事例において，合併や営業・事業譲渡と並

行して，または相前後して資金援助や資本増強が実施されており，これらの政

策の影響とイベントの直接的影響を分離することができなかった。第二に，既

に指摘した通り，企業業績や貸出行動は貸出市場全体の動向をある程度反映し

ている。第三に，通常，企業業績や貸出行動に影響を与えると考えられる他の

要因を無視している。つまり，前節で確認した傾向は別の要因によって生じた

可能性も否定できない。より厳密な検証のためには，イベント以外の要因を考

慮した分析を行なう必要がある。そこで，以下では中小企業向け貸出関数の推

定を行ない，合併と営業・事業譲渡が与えた影響を再度検討することにしたい。

表６ イベント発生と中小企業向け貸出：営業・事業譲渡（対その他金融機関）

イ ベ ン ト 発生
年度

中小企業向け貸出額
金額（１０億円） 変化率（％）

発生前 発生後 差 発生前
営業・事業譲渡（対その他金融機関）

福井 １９９６ ９５８ １，０５４ ９７ ２．３３
東海 １９９６ １１，９４０ １１，４５３ △４８７ △０．９３
福岡 １９９７ ２，９０６ ３，４２２ ５１６ ８．３５
横浜 １９９７ ６，２８３ ５，９１１ △３７２ △２．２４
十六 １９９７ ２，０１１ ２，２３６ ２２５ ４．８０
大垣共立 １９９７ １，４８７ １，６８３q １９６ ４．１０
さくら １９９８ ２１，３７９ ２０，８１１r △５６８ △０．０７
住友 １９９８ ２０，５７０ ２０，０１３s △５５７ ０．０８
北越 １９９８ １，０７４ １，０５３ △ ２１ １．３９
南都 １９９８ １，７７２ １，７３３ △ ３９ △０．８３
あさひ １９９８ １３，３６１ １４，３２７ ９６６ １．９３
八千代 １９９８ １，３２９ １，２９４t △ ３５ △０．１５
紀陽 １９９９ １，５７７ １，５１５ △ ６２ △２．３４
百五 １９９９ １，４５４ １，４５３ △ １ ０．５３
みなと ２０００ １，５９１u １，３１３v △２７８ …u

百十四 ２０００ １，８２２ １，８０３ △ ２０ ０．７２
十八 ２００１ １，２０１ １，１８８ △ １３ １．８４
福邦 ２００１ ３１５ ３１１ △ ３ ０．２２

単位：１０億円，％
出典：表２と同じ。
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筆者は既に是永（２００４）において，この時期の貸出関数を推定したが，ほぼ

同じモデルを本稿でも採用することにしたい2。まず，関数の特定化に際して

は，先行研究を踏まえて次の３つの点を考慮した。（１）預金の満期構成の短期

化によって生じる満流動性の問題（相澤・瀬下・山田（２００１）），（２）銀行の資

金調達手段の代替可能性から生じる資金チャネルの問題（小川・北坂（２００１）），

（３）貸倒れリスクに対するリスク管理から生じる資本制約の問題（佐々木（２０００），

Turu（２００１），岩佐（２００２））。具体的には，以下のような推定式を採用した。

2 ただし，是永（2004）では，不良債権の影響を考察するために，貸出金合計に占
めるリスク管理債権残高のシェアを用いたが，本稿では説明変数に加えていない。
その理由はデータの利用制約にある。大手銀行以外のリスク管理債権が公表された
のは1997年度3月期以降である。この点は今後の課題としたい。

表６（続き）

中小企業向け貸出額 中小企業向け貸出比率（％）
変化率（％） 平均（％） 変化（point）

発生後 差 発生前 発生後 差 発生前 発生後

△０．６８ △３．０１ ７０．８２ ７１．１２ ０．３０ ０．６８ １．５８
△０．４７ ０．４７ ５９．７８ ５８．９２ △ ０．８６ △０．１３ ５．３９
１．６６ △６．６９ ６３．３４ ６８．７６ ５．４３ ２．６７ ９．７８
１．６６ ３．９０ ７１．５７ ７４．１８ ２．６１ ０．１３ ６．０９
２．５７ △２．２３ ７８．６２ ８１．３６ ２．７５ ２．８６ ４．３６
４．０６q △０．０３ ７７．２８ ６５．８９q △１１．３９ １．１８ ４．３３q

１．０７r １．１４ ５８．７５ ６４．１６r ５．４１ △１．１０ ４．９７r

△１．２６s △１．３４ ５８．７８ ６２．４５s ３．６６ △３．８５ ３．２６s

△１．７０ △３．０９ ７８．５７ ８１．８３ ３．２６ △３．４０ ７．４８
△１．９８ △１．１６ ７０．２９ ７０．７６ ０．４７ △２．０１ １．３６
△０．６８ △２．６１ ６３．７２ ７２．９４ ９．２２ １．５７ １２．５８
△０．６５t △０．５１ ９５．９７ ９６．８４t ０．８７ △１．８６ ０．３６t

△２．５４ △０．２０ ７７．６５ ８０．９８ ３．３３ ２．９２ △３．５２
０．０８ △０．４５ ７３．２８ ７３．５９ ０．３１ △２．１５ △４．０２
…v … ９０．３６u ８７．６７v △ ２．６９ …u …v

０．７３ ０．０１ ７１．８２ ７３．４０ １．５９ ２．４６ △３．０９
△１．９２ △３．７５ ７８．０２ ７９．３２ １．３０ １０．３４ △２．６６
△２．３７ △２．６０ ９２．３７ ９２．０４ △ ０．３３ ３．３３ △１．１８

備考：表２と参照。
脚注：表５を参照。
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ここで iは銀行のインデックス，tは時間のインデックスである。まず，被

説明変数は中小企業向け貸出変化率（dllsme）であり，ここでは中小向け貸出

額の当年度末値と前年度末値の対数をとり，前者から後者を差し引いて対前年

度変化率を計算した。

貸出の収益性をはかる説明変数として，貸出の利ざや（spread）を採用した。

ただし，個別銀行の貸出先別の金利は利用できないため，ここでは貸出金利息

（当年度末値）を貸出金合計（前年度末値と当年度末値の単純平均）で割って

求めた貸出利息から，無担保翌日物のコールレートの平均値（年率）を差し引

いて求めた。予想される符号は正である。

次に，預金の満期構成の短期化を捉える説明変数として，流動性預金比率

（liqdep）を用いた。相澤・瀬下・山田（２００１）は，預金者による不確実な預

金払い出し行動が起きうる状況では，預金の満期構成の短期化が，銀行のポー

トフォリオの短期資産・流動資産へのシフトを通じて，貸出を抑制させること

を理論的に示した。ここでは彼らに倣って，普通預金，当座預金および通知預

金を流動性預金と定義して，その合計（前年度末値）が普通預金，当座預金，

通知預金，貯蓄預金，定期預金，定期積金の合計（前年度末値）に占める割合

とした。予想される符号は負である。

資金調達面の流動性制約を捉える説明変数として，預金変化率（dldepo）を

用いた。具体的には，預金合計の当年度末値と前年度末値の対数をとり，前者

から後者を差し引いて対前年度変化率を計算した。Kashyap and Stain（１９９５）

によれば，銀行の資金調達チャネルが完全に代替可能でない場合，預金ショッ

クによって生じた資金不足をコール市場などの他の資金調達手段で完全に相殺

することはできず，銀行の貸出行動に影響を与えることを示している。ここで

は小川・北坂（２００１）に倣って，このような資金調達チャネルの問題を捉える

指標として預金変化率を採用した。予想される符号は正である。

貸倒れリスクに対する銀行のリスク管理能力，負担能力を捉える変数として

資本貸出比率（caplen）を用いた3。事後的にみれば，資本金はフローの損失発

生に対する償却原資ストックである。caplenが高い銀行ほどより多くの債権償

却が可能となる。ここでは資本合計（前年度末）を貸出金合計（前年度末）で
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割って求めた。予想される符号は正である。

政策の影響を捉えるため，付表 Bと付表 Cに基づいて２つの定数項ダミー

を作成した。政策変数１（policy 1）は，預金保険機構が実施している，合併

等を行なう（破綻していない）金融機関または銀行持株会社に対する資金援助

（特別公的管理に伴う資金援助も含む）の影響を捉える説明変数である。資金

援助を受けた金融機関の多くは破綻金融機関から事業・営業譲渡を受けるか，

合併している。ここでは資金援助を受けた年とその翌年・翌々年に１をとり，

それ以外は０をとるダミーを作成した。また，政策変数２（policy 2）は，早

期健全化法または金融機能安定化法に基づく預金保険機構による資本増強の影

響を捉える説明変数である。ここでは資本増強を受けた年と，その翌年・翌々

年に１をとり，それ以外は０をとるダミーを作成した。

最後に，付表 Aに基づき，金融機関の合併や事業譲渡・営業譲渡を捉える

４つの定数項ダミーを作成した。合併１（dummrg 1）は普通銀行を相手とす

る合併の影響を捉える変数である。ここでは合併した年以降は１をとり，それ

以外は０をとるダミーを作成した。合併２（dummrg 2）はその他の金融機関

（信用組合，信用金庫）を相手とする合併の影響を捉える変数である。ここで

はその他の金融機関（信用組合・信用金庫）と合併した年以降は１をとり，そ

れ以外は０をとるダミーを作成した。営業・事業譲渡１（dumacq 1）は普通銀

行からの営業・事業譲渡の影響を捉える説明変数である。ここでは事業譲渡ま

たは営業譲渡を受けた年以降に１をとり，それ以前は０をとるダミーを作成し

た。営業・事業譲渡２（dumacq 1）はその他の金融機関（信用組合，信用金庫）

からの営業・事業譲渡の影響を捉える説明変数である。ここでは事業譲渡また

は営業譲渡を受けた年以降に１をとり，それ以前は０をとるダミーを作成した。

観察期間は１９９５－２００２年度の８年間，対象銀行は都市銀行と地方銀行（第二

地方銀行を含む）１３９行である。破綻・合併などのイベントにより途中で消滅

した銀行についても，イベント発生以前のデータはサンプルに含めた。また，

3 資本貸出比率が貸出に与える影響は，自己資本比率規制の下では，若干複雑なも
のとなる。詳細は，Furlong and Keeley（1987），Koen and Santomero（1980）および
Kim and Santomero（1988）を参照せよ。また，日本の実証研究としては，佐々木（2000）
および岩佐（1999，2002）を参照せよ。
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預金保険機構から資金援助・資本注入を受けた年および合併や営業・事業譲渡

を受けた年のサンプルは異常値として除外した。従って，データ形式は unbal-

anced panelである。データの出所は前節と同じである。

推計方法は pooled OLS推定と，Fixed Effect Within推定である4。前者につい

ては年次ダミーを用いて時間効果（time effect）を考慮した推定も行なった。

また，後者についても銀行毎の個別効果（individual effect）の存在を認めた One-

way Fixed Effectモデル（以下，One-way FEと略する）と，それに加えて時間

効果（time effect）の存在も認めた Two-way Fixed Effectモデル（以下，Two-way

FEと略する）を推定した。一部の都市銀行が結果を大きく左右する可能性が

あるため，都市銀行をサンプルに含めたケースと除いたケースについて推計し

た5。また，spreadは指標として問題があるので，spreadを落としたケースも推

定した。

推定結果は表７～１０に示した。１２本の式を推定し，全ての推定式において個

別効果が全てゼロであるという仮説は１％水準で棄却された。また，時間効果

に関しても，全ての推定式において年次ダミーは統計的に有意である。従って，

Omitted Variableの存在によるバイアスを重視すれば，Two-way FEモデルの結

果が選択される。そこで，以下では Two-way FEモデルの結果を重視して検討

をすすめる。

はじめにモデルの特定化を検討しよう。まず，spreadの係数は，時間効果を

認めない表７（Pooled OLS）および表９（One-way FE）では，全ての推定式

において有意水準１％で統計的に有意である。符号も予想通りプラスである。

しかし，時間効果を認めた推定では統計的有意性は落ちる。表８（Pooled OLS

with time dummies）では５％または１０％水準で有意であり，符号はプラスであ

る。また，表１０（Two-way FE）では符号は逆にマイナスになっているが，統

計的に有意ではない。

liqdepの係数もまた，時間効果を認めない表７と表９では，ほとんどの推定

4 Fixed effectモデルおよび Random effectモデルの個別効果は，観察不能観察されな
い時間を通じて一定の（unobserved time-constant）説明変数の影響を捉えていると解
釈される。

5 都市銀行のみではサンプル・サイズが小さいため，推定は行わなかった。
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式で統計的に有意である。符号も予想通りマイナスである。これは預金の満期

構成の短期化が貸出を抑制させていることを意味する。だが，時間効果を認め

た表８の地方銀行のみのケースでは，符号が予想に反してプラスとなり，しか

も５％水準で有意である。しかし，Two-way FEを用いた表１０では，係数は有

意ではない。

dldepoの係数は全ての推定式において１％水準で有意であり，符号も予想通

り正である。これは資金調達チャネルの問題が存在することを意味する。

caplenの係数は，個別効果を認めない表７と表８では，全ての推定式におい

て１％水準で有意であり，符号も予想通りプラスである。資本貸出比率が高い
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表 中小企業向 貸出関数 推定結果：７ け の Pooled OLS

変数名
都市銀行＋地方銀行

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

銀行数
自由度

1 2 3 4 5 6

1.626 1.602 1.579
3.97 3.90 3.84
0.050 0.086 0.037 0.070 0.041 0.075
2.38 4.55 1.71 3.53 1.89 3.71
0.277 0.288 0.274 0.286 0.274 0.285
14.16 14.80 14.09 14.72 14.05 14.66
0.310 0.282 0.290 0.263 0.291 0.265
4.84 4.39 4.53 4.10 4.55 4.14

1 0.001 0.002
0.14 0.18

2 0.009 0.010
1.18 1.36

1 0.013 0.012 0.013 0.012
1.03 0.91 1.01 0.89

2 0.001 0.001 0.001 0.001
0.08 0.09 0.12 0.13

1 0.027 0.027 0.028 0.028
4.04 4.05 4.09 4.11

2 0.003 0.006 0.003 0.006
0.57 1.12 0.50 0.91

. 0.041 0.011 0.042 0.009 0.040 0.010
2.90 1.97 2.93 1.66 2.82 1.80

981 981 981 981 981 981
139 139 139 139 139 139
976 977 972 973 970 971
0.299 0.288 0.309 0.299 0.308 0.299

spread

liqdep

dldepo

caplen

policy

policy

dummrg

dummrg

dumacq

dumacq

cons

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊ ＊＊＊ ＊ ＊＊＊ ＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊ ＊＊＊ ＊ ＊＊＊ ＊

－ － － － － －
－ － － － － －

－ －
－ －

－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －

－ － －
－ － －

sample size

R修正済 2

（注） 対象期間 年 。
括弧内 ｔ値 ＊＊＊ ＊＊ ＊ 有意水準 ％ ％ ％ 両側

検定 統計的 有意 示 。
推定方法 。

１． －
２． ， ， １ ，５ ，

３．

は である
は であり および はそれぞれ の

で に であることを す
は である

1995 2002
10

pooled OLS



銀行ほど貸出を増加させており，資本不足が貸出を制約していることを意味す

る。だが，個別効果を認めた表９では一転して統計的有意性は落ちる。特に地

方銀行のみのケースでは全く有意ではない。しかし，Two-way FEモデルを用

いた表１０では，再び１％水準で有意であり，符号もプラスである。

ここまで考察した限りでは，推定結果は概して理論的予測と概ね符合してお

り，モデルの特定化に大きな問題はない。とりわけ，Two-way FEモデルを用

いた表１０の結果は，推定量の性質と理論的整合性の面で，他の推定モデルより

も望ましいと考えられる。

それでは本節の目的に入ろう。まず，預金保険機構による資金援助・資本増
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表 （続 ）７ き

変数名
地 方 銀 行

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

銀行数
自由度

7 8 9 10 11 12

1.661 1.611 1.628
4.00 3.85 3.89
0.049 0.088 0.037 0.072 0.034 0.071
2.15 4.29 1.60 3.42 1.46 3.30
0.288 0.300 0.289 0.300 0.289 0.301
14.68 15.31 14.66 15.29 14.69 15.31
0.294 0.267 0.273 0.249 0.269 0.245
4.57 4.15 4.25 3.86 4.18 3.80

1 0.005 0.006
0.43 0.57

2 0.012 0.011
1.38 1.22

1 0.016 0.021 0.021 0.026
0.74 0.96 0.93 1.16

2 0.010 0.012 0.011 0.013
0.67 0.79 0.74 0.86

1 0.026 0.026 0.025 0.026
3.78 3.79 3.68 3.71

2 0.003 0.006 0.001 0.004
0.56 1.09 0.16 0.51

. 0.042 0.012 0.041 0.010 0.042 0.010
2.88 2.07 2.84 1.78 2.88 1.76

924 924 924 924 924 924
129 129 129 129 129 129
919 920 915 916 913 914
0.318 0.307 0.326 0.316 0.326 0.316

spread

liqdep

dldepo

caplen

policy

policy

dummrg

dummrg

dumacq

dumacq

cons

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊ ＊＊＊ ＊ ＊＊＊ ＊

－ － － － － －
－ － － － － －

－ －
－ －
－ －
－ －

－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －

－ － －
－ － －

sample size

R修正済 2

表 中小企業向 貸出関数 推定結果：８ け の Pooled OLS with Time Dummies

変数名
都市銀行＋地方銀行

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

銀行数
自由度

1 2 3 4 5 6

0.789 0.751 0.715
2.00 1.88 1.79
0.027 0.010 0.030 0.014 0.022 0.007
1.28 0.49 1.38 0.70 1.02 0.35
0.257 0.264 0.258 0.264 0.256 0.261
14.38 14.93 14.40 14.94 14.29 14.81
0.395 0.377 0.376 0.359 0.382 0.366
6.60 6.36 6.24 6.02 6.33 6.12

1 0.011 0.011
1.26 1.27

2 0.012 0.013
1.85 1.93

1 0.009 0.009 0.008 0.007
0.80 0.75 0.65 0.60

2 0.003 0.003 0.003 0.002
0.34 0.32 0.26 0.24

1 0.016 0.016 0.017 0.017
2.60 2.67 2.70 2.77

2 0.002 0.003 0.002 0.001
0.36 0.65 0.31 0.09

. 0.014 0.013 0.013 0.013 0.010 0.014
0.96 2.32 0.85 2.28 0.68 2.49

96 0.023 0.025 0.023 0.025 0.023 0.025
4.93 5.45 4.96 5.47 4.96 5.45

97 0.028 0.031 0.028 0.031 0.028 0.031
5.69 6.58 5.71 6.59 5.69 6.54

98 0.039 0.042 0.040 0.042 0.039 0.042
7.82 8.64 7.85 8.65 7.78 8.54

99 0.011 0.012 0.010 0.011 0.010 0.011
2.30 2.52 2.05 2.24 2.08 2.26

00 0.044 0.046 0.043 0.045 0.044 0.046
8.79 9.55 8.56 9.24 8.71 9.40

01 0.065 0.066 0.063 0.064 0.064 0.065
12.71 13.12 12.29 12.65 12.43 12.79

02 0.060 0.061 0.058 0.059 0.059 0.059
10.58 10.70 10.16 10.27 10.18 10.28

981 981 981 981 981 981
139 139 139 139 139 139
969 970 965 966 963 964
0.439 0.438 0.442 0.440 0.443 0.442

spread

liqdep

dldepo

caplen

policy

policy

dummrg

dummrg

dumacq

dumacq

cons

year

year

year

year

year

year

year

＊＊ ＊ ＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊ ＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊ ＊＊ ＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

－ －
－ －

－ － － －
－ － － －

－ － － －
－ － － －
－ －
－ －

－ － －
－ － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

sample size

R修正済 2

（注） 対象期間 年 。
括弧内 ｔ値 ＊＊＊ ＊＊ ＊ 有意水準 ％ ％ ％ 両側

検定 統計的 有意 示 。
推定方法 。 年次 ー 用 時間効果（ ） 捉
。

１． －
２． ， ， １ ，５ ，

３． ，

は である
は であり および はそれぞれ の

で に であることを す
は である ただし ダミ を いて を

えた

1995 2002
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pooled OLS time effect



銀行業の再編と中小企業向け貸出－７４－

強政策の効果を検討する。政策変数のうち，policy 1の係数は全ての推定式で

有意ではない。従って，資金援助の効果は見出されない。ただし，前節で述べ

たように資金援助は営業・事業譲渡と並行して実施されたため，政策の影響は

営業・事業ダミーで捉えられているのかもしれない。

policy 2の係数は表７では全く有意ではない。しかし，表８の都市銀行＋地

方銀行のケースでは１０％水準で有意であり，符号はプラスである。この結果は

個別効果を認めた表９と表１０では一層明確となる。全ての推定式において１％

銀行業の再編と中小企業向け貸出 －７５－

表 （続 ）８ き

変数名
地 方 銀 行

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

銀行数
自由度

7 8 9 10 11 12

0.915 0.877 0.856
2.24 2.12 2.07
0.054 0.031 0.057 0.036 0.054 0.034
2.21 1.39 2.33 1.61 2.20 1.49
0.264 0.271 0.267 0.274 0.266 0.273
14.52 15.12 14.59 15.20 14.50 15.09
0.360 0.341 0.342 0.323 0.344 0.327
5.96 5.68 5.61 5.36 5.64 5.39

1 0.010 0.010
0.98 1.06

2 0.003 0.004
0.40 0.47

1 0.021 0.023 0.024 0.026
1.05 1.15 1.20 1.31

2 0.009 0.008 0.009 0.008
0.67 0.56 0.65 0.55

1 0.016 0.016 0.016 0.017
2.52 2.60 2.59 2.67

2 0.002 0.003 0.002 0.001
0.30 0.63 0.31 0.09

. 0.021 0.011 0.020 0.011 0.018 0.011
1.35 1.87 1.25 1.82 1.18 1.88

96 0.024 0.026 0.024 0.026 0.024 0.026
4.95 5.53 4.98 5.56 4.99 5.56

97 0.028 0.032 0.029 0.032 0.029 0.032
5.60 6.63 5.63 6.65 5.63 6.63

98 0.040 0.043 0.040 0.043 0.040 0.043
7.71 8.62 7.76 8.66 7.73 8.59

99 0.015 0.016 0.014 0.015 0.014 0.015
3.01 3.26 2.83 3.05 2.76 2.97

00 0.043 0.046 0.042 0.045 0.042 0.045
8.34 9.22 8.14 8.95 8.13 8.93

01 0.064 0.065 0.062 0.064 0.063 0.064
12.09 12.52 11.82 12.18 11.80 12.17

02 0.064 0.065 0.063 0.064 0.063 0.064
10.69 10.78 10.44 10.51 10.44 10.51

924 924 924 924 924 924
129 129 129 129 129 129
912 913 908 909 906 907
0.448 0.445 0.450 0.448 0.450 0.448

spread

liqdep

dldepo

caplen

policy

policy

dummrg

dummrg

dumacq

dumacq

cons

year

year

year

year

year

year

year

＊＊ ＊＊ ＊＊

＊＊ ＊＊ ＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊ ＊ ＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

－ －
－ －

－ － － －
－ － － －
－ －
－ －

－ － －
－ － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

sample size

R修正済 2

表 中小企業向 貸出関数 推定結果：９ け の One-way Fixed Effect

変数名
都市銀行＋地方銀行

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

銀行数
自由度

自由度
自由度
Ｆ値

1 2 3 4 5 6

5.362 5.327 5.294
7.27 7.20 7.19
0.186 0.288 0.175 0.279 0.188 0.293
5.66 9.43 4.99 8.48 5.28 8.77
0.250 0.263 0.249 0.263 0.248 0.262
11.52 11.82 11.47 11.77 11.47 11.77
0.084 0.171 0.093 0.178 0.068 0.152
1.04 2.06 1.14 2.15 0.83 1.83

1 0.001 0.004
0.11 0.36

2 0.024 0.024
3.08 3.08

1 0.028 0.034 0.028 0.035
1.52 1.80 1.52 1.83

2 0.013 0.018 0.011 0.016
0.74 0.99 0.61 0.88

1 0.009 0.010 0.010 0.012
1.00 1.12 1.19 1.32

2 0.010 0.007 0.013 0.009
1.15 0.80 1.20 0.78

. 0.086 0.072 0.087 0.070 0.082 0.074
3.68 8.16 3.71 7.56 3.48 7.93

981 981 981 981 981 981
139 139 139 139 139 139
838 839 834 835 832 833
0.161 0.193 0.163 0.194 0.157 0.188

138 138 138 138 138 138
838 839 834 835 832 833
2.32 1.95 2.20 1.84 2.28 1.92

spread

liqdep

dldepo

caplen

policy

policy

dummrg

dummrg

dumacq

dumacq

cons

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊ ＊＊ ＊

＊＊＊ ＊＊＊

＊ ＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

－ － － － － －
－ － － － － －

－ －
－ －

－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －

－ － －
－ － －

１
２

sample size

R修正済 2

（注） 対象期間 年 。
括弧内 ｔ値 ＊＊＊ ＊＊ ＊ 有意水準 ％ ％ ％ 両側

検定 統計的 有意 示 。
推定方法 個別効果（ ） 考慮 。
銀行別 個別効果 推定結果 割愛 。Ｆ検定 帰無仮説 「全 個別効果
」 。

１． －
２． ， ， １ ，５ ，

３．
４．

は である
は であり および はそれぞれ の

で に であることを す
は のみを した モデルである

の の は した の は ての がゼロで
ある である

1995 2002
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individual effect Fixed Effect Within



水準で統計的に有意であり，符号はプラスである。これは預金保険機構の資本

増強策が中小企業向け貸出を増加させる効果を有していたことを意味する。資

本増強が正の効果を持つ理由は，資本制約が緩和したためだと考えられる。こ

れは貸出関数で資本貸出比率が正に効いていることとも符合する。

続いて，合併，営業・事業譲渡の影響を検討する。まず，合併のうち dummrg 1

は表７と表８では有意ではない。しかし，個別効果を考慮した表９のうち spread

を説明変数から落とした（４），（６），（１０）および（１２）式では，１０％水準ながら有

銀行業の再編と中小企業向け貸出－７６－ 銀行業の再編と中小企業向け貸出 －７７－

表 （続 ）９ き

変数名
地 方 銀 行

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

銀行数
自由度

自由度
自由度
Ｆ値

7 8 9 10 11 12

5.439 5.390 5.392
7.43 7.31 7.29
0.195 0.292 0.183 0.281 0.182 0.283
5.82 9.18 5.11 8.22 5.01 8.14
0.256 0.273 0.259 0.276 0.259 0.276
11.83 12.24 11.83 12.29 11.80 12.25
0.040 0.124 0.043 0.126 0.043 0.125
0.50 1.51 0.53 1.53 0.53 1.51

1 0.001 0.002
0.06 0.19

2 0.000 0.002
0.00 0.26

1 0.029 0.044 0.028 0.044
1.23 1.84 1.18 1.81

2 0.011 0.018 0.011 0.018
0.64 1.02 0.63 1.02

1 0.003 0.006 0.003 0.006
0.35 0.61 0.34 0.64

2 0.012 0.008 0.012 0.007
1.24 0.84 1.03 0.57

. 0.084 0.074 0.085 0.072 0.086 0.072
3.66 8.25 3.66 7.63 3.64 7.57

924 924 924 924 924 924
129 129 129 129 129 129
791 792 787 788 785 786
0.166 0.207 0.167 0.212 0.167 0.211

128 128 128 128 128 128
791 792 787 788 785 786
2.52 2.09 2.40 1.99 2.38 1.97

spread

liqdep

dldepo

caplen

policy

policy

dummrg

dummrg

dumacq

dumacq

cons

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊ ＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

－ － － － － －
－ － － － － －

－
－

－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －

－ － －
－ － －

１
２

sample size

R修正済 2

表 中小企業向 貸出関数 推定結果：10 け の Two-way Fixed Effect (with Time Dummies)

変数名
都市銀行＋地方銀行

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

銀行数
自由度

自由度
自由度
Ｆ値

1 2 3 4 5 6

0.694 0.777 0.867
0.66 0.74 0.83
0.072 0.071 0.062 0.063 0.025 0.026
1.25 1.24 1.07 1.07 0.42 0.44
0.207 0.206 0.208 0.208 0.206 0.206
9.89 9.88 9.95 9.93 9.92 9.90
0.402 0.391 0.404 0.391 0.383 0.369
4.97 4.94 4.99 4.95 4.76 4.69

1 0.009 0.008
0.87 0.84

2 0.026 0.026
3.61 3.60

1 0.029 0.028 0.031 0.031
1.69 1.65 1.83 1.79

2 0.000 0.001 0.001 0.002
0.01 0.04 0.08 0.12

1 0.002 0.002 0.000 0.000
0.19 0.20 0.00 0.02

2 0.000 0.000 0.002 0.001
0.03 0.06 0.21 0.12

. 0.019 0.000 0.024 0.002 0.036 0.012
0.60 0.02 0.73 0.15 1.10 0.82

96 0.029 0.027 0.029 0.027 0.028 0.026
5.11 5.78 5.13 5.75 5.05 5.59

97 0.036 0.033 0.036 0.033 0.036 0.031
5.23 6.78 5.24 6.74 5.15 6.51

98 0.049 0.046 0.049 0.046 0.048 0.044
7.16 8.82 7.15 8.77 7.02 8.50

99 0.020 0.018 0.020 0.018 0.020 0.018
3.30 3.38 3.32 3.37 3.30 3.30

00 0.054 0.051 0.055 0.051 0.056 0.053
7.84 9.98 7.81 9.88 8.07 10.14

01 0.077 0.074 0.078 0.074 0.077 0.074
10.37 12.27 10.32 12.15 10.37 12.14

02 0.078 0.074 0.078 0.074 0.075 0.071
6.98 7.55 6.98 7.49 6.73 7.14

981 981 981 981 981 981
139 139 139 139 139 139
831 832 827 828 825 826
0.421 0.431 0.414 0.425 0.417 0.427

138 138 138 138 138 138
831 832 827 828 825 826
1.93 1.96 1.88 1.91 1.97 1.99

spread

liqdep

dldepo

caplen

policy

policy

dummrg

dummrg

dumacq

dumacq

cons

year

year

year

year

year

year

year

－ － －
－ － －

－ －
－ －

－

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

１
２

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

sample size

R修正済 2

（注） 対象期間 年 。
括弧内 ｔ値 ＊＊＊ ＊＊ ＊ 有意水準 ％ ％ ％ 両側

検定 統計的 有意 示 。
推定方法 個別効果（ ） 考慮 更
年次 ー 用 時間効果（ ） 捉 。
銀行別 個別効果 推定結果 割愛 。Ｆ検定 帰無仮説 「全 個別効果
」 。

１． －
２． ， ， １ ，５ ，

３． ，

４．

は である
は であり および はそれぞれ の

で に であることを す
は を した モデルであり

に ダミ を いて を えた
の の は した の は ての がゼロで

ある である

1995 2002
10

individual effect Fixed Effect Within
time effect
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意である。更に，表１０では（３）～（６）式，（９）～（１２）式においてやはり１０％水準

で有意である。いずれも符号はプラスである。Two-way FEモデルを重視すれ

ば，普通銀行同士の合併は中小企業向け貸出を増加させる効果を持つといえよ

う。他方，dummrg 2は全ての推定式で有意ではない。すなわち，その他の金

融機関（信用組合，信用金庫）を相手とする合併は中小企業向け貸出に影響を

及ぼしていない。従って，前節では合併が中小企業向け貸出を抑制する傾向は

見出されなかったが，ここでは普通銀行を相手とする合併に限っていえば，む

しろ貸出を促進した可能性があることがわかった。

営業・事業譲渡のうち，dumacq 1は，個別効果を認めない表７と表８では，

１％水準で統計的に有意である。符号はマイナスである。この結果は普通銀行

から営業・事業譲渡を受けた銀行は中小企業向け貸出を抑制する傾向があるこ

とを意味し，前節の分析結果とも符合する。しかし，この結果は安定的ではな

い。個別効果を認めた表９と表１０では，dumacq 1は全ての推定式で有意ではな

い。最後に，dumacq 2は全ての推定式で有意ではない。従って，前節で見出さ

れた，営業・事業譲渡を受けた銀行が中小企業向け貸出を抑制する傾向は，銀

行の個別属性や時間効果を考慮した場合は消失することがわかった。

なお，信用金庫や信用組合を相手とする合併や営業・事業譲渡，そして破綻

銀行からの営業・事業譲渡が有意でない理由の一つは，受け手側の銀行の主体

的選択の結果ではないからであろう。既に前節で指摘したように，これらのイ

ベントでは破綻した金融機関と営業地域が密接した銀行が譲渡先として選ばれ

ていることが多い。それに対して，普通銀行を相手とする合併の中には，事業

再編を明確に意図した大手銀行同士の合併が含まれている。

４ 結 論

本稿で得られた結果を要約しておこう。イベント前後の指標を比較する限り，

合併や営業・事業譲渡は企業業績や中小企業向け貸出に無視できない影響を与

えることが予想された。しかし，中小企業向け貸出関数の推定をへて得られた

結論は次の２点であった。
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表 （続 ）10 き

変数名
地 方 銀 行

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

銀行数
自由度

自由度
自由度
Ｆ値

7 8 9 10 11 12

0.625 0.835 1.040
0.56 0.74 0.91
0.099 0.096 0.098 0.095 0.086 0.083
1.52 1.48 1.49 1.44 1.28 1.24
0.218 0.217 0.222 0.221 0.221 0.219
10.29 10.29 10.44 10.41 10.35 10.31
0.354 0.344 0.356 0.343 0.358 0.342
4.34 4.33 4.36 4.31 4.39 4.30

1 0.007 0.006
0.62 0.58

2 0.014 0.013
1.60 1.52

1 0.039 0.038 0.040 0.038
1.83 1.76 1.81 1.71

2 0.002 0.002 0.002 0.001
0.15 0.09 0.14 0.08

1 0.005 0.006 0.004 0.004
0.63 0.66 0.46 0.51

2 0.001 0.002 0.003 0.002
0.12 0.20 0.26 0.16

. 0.015 0.002 0.021 0.002 0.030 0.001
0.45 0.11 0.61 0.10 0.85 0.09

96 0.030 0.028 0.030 0.028 0.031 0.027
4.95 5.82 5.04 5.80 5.10 5.74

97 0.037 0.034 0.038 0.034 0.039 0.034
4.94 6.81 5.03 6.78 5.12 6.71

98 0.050 0.047 0.051 0.047 0.051 0.046
6.76 8.76 6.86 8.78 6.91 8.66

99 0.024 0.022 0.025 0.023 0.025 0.022
3.80 4.07 3.95 4.14 3.94 4.02

00 0.054 0.051 0.055 0.052 0.057 0.052
7.38 9.85 7.48 9.84 7.63 9.91

01 0.075 0.073 0.077 0.073 0.078 0.074
9.63 11.77 9.74 11.77 9.87 11.84

02 0.081 0.078 0.083 0.079 0.083 0.078
6.64 7.35 6.79 7.41 6.82 7.34

924 924 924 924 924 924
129 129 129 129 129 129
784 785 780 781 778 779
0.431 0.441 0.424 0.437 0.421 0.438

128 128 128 128 128 128
784 785 780 781 778 779
2.02 2.06 1.98 2.02 2.00 2.03

spread

liqdep

dldepo

caplen

policy

policy

dummrg

dummrg

dumacq

dumacq

cons

year

year

year

year

year

year

year

－ － －
－ － －

－ －
－ －

－ － － －
－ － － －

－ －
－ －

－ －
－ －

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

１
２

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

sample size

R修正済 2



（１）この時期に発生した合併，営業・事業譲渡のうち，中小企業向け貸出に

影響を与えたのは普通銀行を相手とする合併のみであった。普通銀行を

相手とする合併は中小企業向け貸出を増加させる効果を持った。

（２）預金保険機構の資金援助は中小企業向け貸出に影響を及ぼさなかった。

これに対して資本増強は主に都市銀行の中小企業向け貸出を増加させる

効果を持っていた。

最後に，本稿には課題が幾つか残されている。まず，今回は中小企業向け貸

出関数の推定のみ行ない，大企業向け貸出に関しては直接検討しなかった。し

かし，この時期に大企業向け貸出と中小企業向け貸出の間でシフトが発生して

いた可能性は高い。この点は早急に取り組むことにしたい。

第二に，前節で得られた貸出関数の推定結果は，個別効果，すなわち，観察

不能かつ時間不変な銀行属性が中小企業向け貸出の決定要因として無視できな

いことを示唆している。そのような属性としては，例えば，経営資源や審査能

力が考えられよう。ただし，大半の銀行は経営資源や審査能力に関する資料を

公表していない。現在の段階では，ケース・スタディの対象となりうる銀行を

探すほかはないだろう。これらは今後の課題としたい。
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付表 A 銀行の破綻処理，営業・事業譲渡，合併および経営統合の進展

年 月日

１９９５． ８．１６ 東海銀行，東海信託銀行を設立。
９．２２ 東洋信託銀行，東洋信証券（１１月１日営業開始）を設立。
１０．１３ 日本興業銀行，興銀信託銀行（１１月１日営業開始）を設立。
１１．３０ 第一勧業銀行，第一勧業信託銀行を設立。
１１．３０ 三和銀行，三和信託銀行を設立。

９６． １．２９ 兵庫銀行はみどり銀行（９５年１０月２７日設立）へ営業譲渡。
３．１ あさひ銀行，あさひ信託銀行（２８日営業開始）を設立。
４．１ 三菱銀行と東京銀行は合併し，東京三菱銀行となる。
６．１１ 富士銀行，富士信託銀行（２８日営業開始）を設立。
６．２８ 住友銀行，すみぎん信託銀行（７月１８日営業開始）を設立。
８．１９ 福井県第一信用組合は福井銀行へ事業譲渡し，解散。
９．２ 東京共同銀行を改組し，整理回収銀行が発足。
９．１７ 太平洋銀行（１０月２５日解散）はわかしお銀行（同日営業開始）へ営業譲渡。
９．１８ 横浜銀行，横浜シティ証券を設立（１１月１日営業開始）。
１１．２７ 日本長期信用銀行，長銀信託銀行（１２月１１日営業開始）を設立。

９７． １．２０ 大阪信用組合は東海銀行へ事業譲渡。
１１．１７ 北九州信用組合は福岡銀行へ事業譲渡。
１１．２５ 神奈川県信用組合は横浜銀行へ事業譲渡。

９８． １．２６ 阪和銀行は紀伊預金管理銀行（９７年４月９日設立）へ営業譲渡。
１．２６ 土岐信用組合は十六銀行へ営業譲渡。
２．９ 東海信用組合は大垣共立銀行へ事業譲渡。
３．１３ 政府，金融機能安定化法に基づく，４行への公的資金導入を決定。
３．１７ 政府，金融機能安定化法に基づく，１７行への公的資金導入を決定。
４．１３ 田辺信用組合はさくら銀行へ事業譲渡。
８．２８ 政府，「中小企業等貸し渋り対策大綱」を閣議決定。
１０．１ 政府，信用保証協会の債務保証制度の拡充を実施。
〃 福徳銀行となにわ銀行が特定合併により，なみはや銀行を設立。

１０．１９ 西南信用組合は住友銀行へ事業譲渡。
１０．２３ 金融再生法，金融機能早期健全化法の施行。
〃 政府，日本長期信用銀行の特別公的管理開始を決定。

１０．２６ 京都共栄銀行は営業停止し，幸福銀行に営業譲渡。
１１．１３ 北海道拓殖銀行は営業停止し，同月１６日に中央信託銀行と北洋銀行へ営

業譲渡。
１１．２０ 徳陽シティ銀行は営業停止し，同月２４日に仙台銀行，七十七銀行，北日

本銀行，福島銀行，栃木銀行，武蔵野銀行，東日本銀行など１３行庫へ営
業譲渡。

１２．１３ 政府，日本債券信用銀行の特別公的管理開始を決定。
９９． １．１１ 長岡信用組合は北越銀行へ事業譲渡。

１．１８ 奈良県信用組合は南都銀行へ事業譲渡。
２．１５ 西部信用組合はあさひ銀行へ事業譲渡。
３．８ 相模原信用組合は八千代銀行へ事業譲渡。
３．１２ 金融再生委，早期健全化法に基づく，公的資金で引き受ける１５行の株式

等の発行に係る申請を承認。
４．１ みどり銀行と阪神銀行が合併し，みなと銀行を設立。
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９９． ４．１ 第一勧業信託銀行（９５年１１月３０日設立）と富士信託銀行が合併して，第
一勧業富士信託銀行を設立。

５．６ 和歌山県商工信用組合は紀陽銀行へ事業譲渡。
９．１３ 金融再生委，早期健全化法に基づく，公的資金で引き受ける４行の株式

等の発行に係る申請を承認。
１０．１ 東洋信託銀行と三和信託銀行（９５年１１月３０日設立）が合併し，東洋信託

銀行が存続行となる。
〃 伊予銀行は富士貯蓄信用組合と合併し，伊予銀行が存続行となる。

１２．９ 金融再生委，早期健全化法に基づく，公的資金で引き受ける熊本ファミ
リー銀行の株式等の発行に係る申請を承認。

２０００． ３．１ 日本長期信用銀行の特別公的管理が終了し，「ニュー・LTCB・パート
ナーズ」へ譲渡（６月５日「新生銀行」に改称）。

３．１４ 金融再生委，早期健全化法に基づく，日本長期信用銀行と北海道銀行に
よる資本注入の申請を承認。

３．２１ 三重県信用組合は百五銀行へ事業譲渡。
４．１ 近畿銀行は大阪銀行と合併し，近畿大阪銀行となる。
〃 三井信託銀行は中央信託銀行と合併し，中央三井信託銀行となる。
７．１ 金融監督庁と大蔵省金融企画局が統合し，金融庁が発足。
７．２５ さくら銀行，みなと銀行に対する TOBを終了し，グループ化したと発

表。
８．１ 住友信託銀行，すみぎん信託銀行および大和インターナショナル信託銀

行は合併して，住友信託銀行となる。
８．１４ 国民銀行は八千代銀行へ営業譲渡。
９．１ 日本債券信用銀行の特別公的管理が終了し，「ソフトバンク・グループ」

へ譲渡（０１年１月４日「あおぞら銀行」に改称）。
９．１２ 金融再生委，早期健全化法に基づく，千葉興業銀行と八千代銀行による

資本注入の申請を承認。
９．１４ 金融再生委，早期健全化法に基づく，日本債券信用銀行による資本注入

の申請を承認。
９．２９ 第一勧業銀行，富士銀行および日本興業銀行は銀行持株会社「みずほ

HD」を設立。
１０．１ 興銀信託銀行（９５年１０月１３日設立）と第一勧業富士信託銀行が合併して，

みずほ信託銀行となる。
〃 愛媛銀行と北温信用組合が合併して，愛媛銀行となる。
〃 大垣共立銀行と郡上信用組合が合併して，大垣共立銀行となる。

１２．１１ 北兵庫信用組合はみなと銀行へ事業譲渡。
０１． １．１８ 三和銀行，泉州銀行の第三者割当増資を引き受けて子会社化。

２．１３ なみはや銀行は大和銀行と近畿大阪銀行へ営業譲渡。
２．２６ 幸福銀行は，関西さわやか銀行（同年２月５日免許取得）へ営業譲渡。
３．８ 金融庁，早期健全化法に基づく，関西さわやか銀行の資本注入の申請を

承認。
３．１３ 金融庁，早期健全化法に基づく，東日本銀行の資本注入の申請を承認。
３．１９ 四国貯蓄信用組合は百十四銀行へ事業譲渡。
３．２２ 金融庁，早期健全化法に基づく，近畿大阪銀行の資本注入の申請を承認。
３．２９ 金融庁，早期健全化法に基づく，岐阜銀行の資本注入の申請を承認。
４．１ さくら銀行と住友銀行が合併して，三井住友銀行を設立。
４．２ 東京三菱銀行，三菱信託銀行および日本信託銀行が銀行持株会社「三菱

東京 FG」を設立。
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０１． ４．２ 三和銀行，東海銀行および東洋信託銀行が銀行持株会社「UFJ HD」を
設立。

〃 北洋銀行と札幌銀行が銀行持株会社「札幌北洋 HD」を設立。
５．１４ 新潟中央銀行は，群馬銀行，第四銀行，八十二銀行，東和銀行，東日本

銀行，大光銀行の６行へ営業譲渡。
６．１１ 東京相和銀行は，東京スター銀行（同年５月１１日免許取得）へ営業譲渡。
７．１ 東洋信託銀行と東海信託銀行（９５年８月１６日設立）が合併し，東洋信託

銀行となる（０２年１月１５日「UFJ信託銀行」に改称）。
９．２８ せとうち銀行と広島総合銀行が銀行持株会社「もみじ HD」を設立。
１０．１ 三菱信託銀行，日本信託銀行および東京信託銀行が合併し，三菱信託銀

行となる。
〃 みなと銀行と神戸商業信用組合が合併し，みなと銀行が存続銀行となる。

１１．２６ 金融庁，早期健全化法に基づく，和歌山銀行，九州銀行，福岡シティ銀
行による公的資金注入の申請を承認。

１２．１２ 大和銀行，近畿大阪銀行および奈良銀行は銀行持株会社「大和銀 HD」
を設立（０２年１０月，「りそな HD」へ改称）。

０２． １．１５ 三和銀行と東海銀行が合併し，UFJ銀行を設立。
〃 長崎第一信用組合は十八銀行と長崎三菱信用組合へ事業譲渡。

２．１ 中央三井信託銀行は銀行持株会社「三井トラスト HD」を設立し，三井
アセット信託銀行（さくら信託銀行（９５年１２月２８日設立）が改称）の全
株式を持株会社に譲渡。

３．１ 大和銀信託銀行（０１年１２月１０日設立）が大和銀行の年金・法人信託部門
を承継し，営業開始。

〃 あさひ銀行が大和銀 HDに参加し，銀行子会社となる。
３．１８ 春江信用組合が福邦銀行へ事業譲渡。
３．２５ 中央三井信託銀行は会社分割により，年金信託・証券信託部門を三井ア

セット信託銀行に移管。
４．１ 日本興業銀行，第一勧業銀行および富士銀行は分割・合併により，みず

ほ銀行とみずほコーポレート銀行へ再編される。みずほ信託銀行がみず
ほ HD（中間持株会社）の完全子会社となる。また，安田信託銀行がみ
ずほアセット信託銀行に改称し，みずほ銀行とみずほコーポレート銀行
の子会社となる。

〃 親和銀行と九州銀行が銀行持株会社「九州親和 HD」を設立。
５．１３ 加賀信用組合が北國銀行へ事業譲渡。
６．２４ 栃木県中央信用組合が栃木銀行へ事業譲渡。
７．８ 岡山県信用組合がトマト銀行へ事業譲渡。
７．１５ 東京信用組合が東京スター銀行へ事業譲渡。
７．２２ 東京中央信用組合が東京スター銀行へ事業譲渡。
〃 石川たばこ信用組合が北國銀行へ事業譲渡。
８．５ 上田商工信用組合が八十二銀行，長野県信用組合など５金融機関へ事業

譲渡。
８．１６ 大分県医師信用組合が大分銀行へ事業譲渡。
８．１９ 千葉県商工信用組合が東京スター銀行と銚子商工信用組合へ事業譲渡。
９．９ 大和銀信託銀行はあさひ信託銀行から一部営業譲渡を受ける（１０月１５日

りそな信託銀行に改称）。
１０．１ 大和銀行とあさひ信託銀行が合併し，大和銀行が存続銀行となる。
１２．２ 三井住友銀行が銀行持株会社「三井住友 FG」を設立。

０３． １．８ みずほ HDがグループ全体の持株会社「みずほ FG」を設立。
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０３． １．１４ 武蔵野銀行と北崎信用組合が合併し，武蔵野銀行が存続銀行となる。
３．１ あさひ銀行と大和銀行が会社分割・合併し，りそな銀行と埼玉りそな銀

行に再編される。
３．３ 中部銀行が清水銀行，静岡中央銀行および東京スター銀行へ営業譲渡。
３．１２ みずほ銀行とみずほコーポレート銀行は中間持株会社みずほ HDの完全

子会社となる。みずほアセット信託銀行とみずほ信託銀行が合併し，み
ずほ信託銀行（旧みずほアセット信託銀行が改称）となり，みずほ FG
の子会社となる。

〃 足利銀行は北関東リースとの共同株式移転により，「あしぎん FG」を
設立。

３．１７ 三井住友銀行とわかしお銀行が合併し，後者を存続銀行として商号を「三
井住友銀行」とする。

３．２４ 石川銀行が北陸銀行，北國銀行，富山第一銀行など５行庫へ営業譲渡（こ
れを最後に，預金等全額保護制度下における破綻処理（資金援助）は終
了）。

４．１ つくば銀行は関東銀行と合併し，関東つくば銀行となる。
〃 九州銀行は親和銀行と合併し，親和銀行となる。
５．１７ 政府，りそな銀行に対して，預金保険法（危機対応）に基づく資本増強

の必要性を認定（６月３０日に払込完了）。
９．２４ 札幌銀行と北洋銀行は共同持株会社「ほくぎん FG」を設立。

０４． ２．１ 関西銀行と関西さわやか銀行は合併し，関西アーバン銀行となる。

出典：①「内外経済日誌」（全国銀行協会『金融』各号），②『全国銀行財務諸表分析』（全国銀行協
会），③預金保険機構資料から作成。

備考：１９９６年１月から２００４年３月末の間に生じた，金融機関の破綻，営業譲渡・事業譲渡，合併，経
営統合のうち，全銀協加盟銀行が関係する事例を掲げた。
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付表 B 預金保険機構による資金援助実績
２００４（平成１６）年３月末現在

実施年月日 救済金融機関 破綻金融機関 方 式 援助方式 金 額
備 考

注釈
１ ２ ３

１ １９９２． ４．１ 伊予銀行 東邦相互銀行 合併 貸付
（５年間）

８０

２ ９２． １０．１ 三和銀行 東洋信用金庫 合併 金銭贈与 ２００
３ ９３． １０．１ 岩手銀行 釜石信用金庫 事業譲渡 金銭贈与 ２６０
４ ９５． ３．２０ 東京共同銀行 東京協和信用組合 事業譲渡 金銭贈与 ４００

安全信用組合
５ ９６． １．２９ みどり銀行 兵庫銀行 営業譲渡 金銭贈与 ４，７３０
６ ９６． ３．２５ 東京共同銀行 コスモ信用組合 事業譲渡 金銭贈与 １，２５０
７ ９６． ８．１９ 福井銀行 福井県第一信用組合 事業譲渡 金銭贈与 ６

（５）
８ ９６． ９．１７ わかしお銀行 太平洋銀行 営業譲渡 金銭贈与 １，１７０
９ ９７． １．２０ 東海銀行 大阪信用組合 事業譲渡 金銭贈与 １，６９７

（１，７０４）
○

資産買取 ８２９
１０ ９７． ２．２４ 整理回収銀行 木津信用組合 事業譲渡 金銭贈与 １０，０４８

（１０，０４４）
○

１１ ９７． ４．２１ 整理回収銀行 三福信用組合 事業譲渡 金銭贈与 ２６２
（２５３）

○

１２ ９７． １１．１７ 福岡銀行 北九州信用組合 事業譲渡 金銭贈与 ４０ ○
資産買取 ３８

１３ ９７． １１．２５ 横浜銀行 神奈川県信用組合 事業譲渡 金銭贈与 １９２
（１８９）

○

資産買取 ２３２
１４ ９８． １．２６ 紀伊預金管理銀行 阪和銀行 営業譲渡 金銭贈与 ８１４

（８１２）
○

資産買取 ２，０８３
債務引受 ４０

１５ ９８． １．２６ 十六銀行 土岐信用組合 事業譲渡 金銭贈与 ４３ ○
資産買取 １１

１６ ９８． ２．９ 大垣共立銀行 東海信用組合 事業譲渡 金銭贈与 １５５
（１５０）

○

資産買取 ２３
１７ ９８． ４．１３ さくら銀行 田辺信用組合 事業譲渡 金銭贈与 ８２８

（８１６）
○

資産買取 ２６４
１８ ９８． １０．１ なみはや銀行（新

設銀行）
福徳銀行 特定合併 資産買取 ３，０１８
なにわ銀行

１９ ９８． １０．１９ 住友銀行 西南信用組合 事業譲渡 金銭贈与 ８３
（８２）

○

資産買取 ６９
２０ ９８． １０．２６ 幸福銀行 京都共栄銀行 営業譲渡 金銭贈与 ４５６

（４３６）
資産買取 ５８１

２１ ９８． １１．１６ 北洋銀行 北海道拓殖銀行 営業譲渡 金銭贈与 １７，９４７
（１７，７３２）

○

中央信託銀行 資産買取 １６，１６６
２２ ９８． １１．２４ 仙台銀行 徳陽シティ銀行 営業譲渡 金銭贈与 １，２３８

（１，１９２）
（注１）

資産買取 １，６９５
２３ ９９． １．１１ 北越銀行 長岡信用組合 事業譲渡 金銭贈与 １８

（１７）
○

資産買取 ２９
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２４ ９９． １．１８ 南都銀行 奈良県信用組合 事業譲渡 金銭贈与 １１３
（１０８）

○

資産買取 ４０
２５ ９９． ２．１５ あさひ銀行 西武信用組合 事業譲渡 金銭贈与 ５０

（４９）
○

資産買取 ４９
２６ ９９． ３．８ 八千代銀行 相模原信用組合 事業譲渡 金銭贈与 ２７６

（２６１）
○

資産買取 ２４９
２７ ９９． ３．２３ 阪神銀行 みどり銀行 合併 資産買取 ２，６５９ ○
－ ９９． ４．１ 阪神銀行 みどり銀行 合併 金銭贈与 ７，９０１

（７，７１４）
○ （注２）

２８ ９９． ５．６ 紀陽銀行 和歌山県商工信用
組合

事業譲渡 金銭贈与 １，７６８
（１，７３７）

○

資産買取 ４２５
２９ ９９． ８．１６ － 日本長期信用銀行 － 資産買取 ４，９３９ ○ ○

（第１回）
３０ ９９． １１．２２ － 日本債券信用銀行 － 資産買取 ２，９８７ ○

（第１回）
３１ ２０００． ２．２８ － 日本長期信用銀行 － 金銭贈与 ３２，３９１

（３２，３５０）
○ ○

資産買取 ３，０４８
３２ ００． ３．２１ 百五銀行 三重県信用組合 事業譲渡 金銭贈与 １１４

（１０７）
○

資産買取 ９６
３３ ００． ８．１４ 八千代銀行 国民銀行 営業譲渡 金銭贈与 １，８３７

（１，７４９）
○ ○

資産買取 ３４３
３４ ００． ８．３１ － 日本債券信用銀行 金額贈与 ３１，４９７

（３１，４１４）
○ ○

００． ８．２８ 資産買取 ８２４
３５ ００． １２．１１ みなと銀行 北兵庫信用組合 事業譲渡 金額贈与 １００

（９４）
○

資産買取 ３３
３６ ０１． ２．１３ 大和銀行 なみはや銀行 営業譲渡 金額贈与 ６，５２６

（６，２９４）
○ ○

近畿大阪銀行 資産買取 １，９０５
３７ ０１． ２．２６ 関西さわやか銀行 幸福銀行 営業譲渡 金額贈与 ４，９４１

（４，８５４）
○ ○

資産買取 １，７０６
３８ ０１． ３．１９ 百十四銀行 四国貯蓄信用組合 事業譲渡 金額贈与 ６６

（５７）
○

資産買取 ６２
３９ ０１． ５．１４ 大光銀行 新潟中央銀行 営業譲渡 金額贈与 ３，８１７

（３，５６０）
○ ○ （注３）

資産買取 １，０２１
４０ ０１． ６．１１ 東京スター銀行 東京相和銀行 営業譲渡 金額贈与 ７，６２６

（６，８４８）
○ ○

資産買取 １，２４２
４１ ０２． １．１５ 長崎三菱信用組合 長崎第一信用組合 事業譲渡 金額贈与 ３９

（３８）
（注４）

資産買取 １５
４２ ０２． ３．１８ 福邦銀行 春江信用組合 事業譲渡 金額贈与 １１

（８）
○

資産買取 １１
４３ ０２． ５．１３ 北國銀行 加賀信用組合 事業譲渡 金額贈与 １２

（９）
資産買取 ２１
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４４ ０２． ６．２４ 栃木銀行 栃木県中央信用組
合

事業譲渡 金額贈与 ８５
（７６）

○

資産買取 ６７
４５ ０２． ７．８ トマト銀行 岡山県信用組合 事業譲渡 金額贈与 ３４９

（３３４）
○

資産買取 １２３
４６ ０２． ７．１５ 東京スター銀行 東京信用組合 事業譲渡 金額贈与 ６９

（６７）
○

資産買取 ２０
４７ ０２． ７．２２ 東京スター銀行 東京中央信用組合 事業譲渡 金額贈与 ８８

（８４）
○

資産買取 １０
４８ ０２． ７．２２ 北國銀行 石川たばこ信用組合 事業譲渡 金額贈与 ７

（５）
資産買取 ５

４９ ０２． ８．５ 長野県信用組合 上田商工信用組合 事業譲渡 金額贈与 １６３
（１４１）

（注５）

資産買取 １５５
５０ ０２． ８．１９ 東京スター銀行

（注２３）
千葉県商工信用組合 事業譲渡 金額贈与 ３３１

（３２６）
○ （注６）

資産買取 １６８
５１ ０３． ３．３ 日本承継銀行 中部銀行 営業譲渡 金額贈与 ９４４

（６７０）
○ ○ （注７）

資産買取 ６４６
５２ ０３． ３．２４ 日本承継銀行 石川銀行 営業譲渡 金額贈与 １，８０９

（１，７３８）
○ ○ （注８）

資産買取 ８９４

出典：「資金援助の実績」預金保険機構ホームページ，「金融庁の一年」金融庁ホームページから転載し，
一部加工した。

備考：（１）預金保険機構による合併等を行なう（破綻していない）金融機関または銀行持株会社に対す
る資金援助実績のうち，全国銀行（都市銀行，地方銀行，第二地方銀行）が関与した事例の
みを掲げた。

（２）救済金融機関は資金援助申込金融機関である。
（３）金額は億円未満は四捨五入している。また（ ）内は減額後の金額である。
（４）金銭贈与は支払額ベース，資産買取，貸付，債務引き受けは預金保険機構運営委員会議決
ベースである。

（５）備考欄の○は，１は特別資金援助の場合，２は破綻金融機関の金融整理管財人に預金保険
機構が選任された場合，３は特別公的管理銀行としての管理の一環として資金援助が行なわ
れた場合を示す。

（注１） 陽シティ銀行の救済金融機関は，仙台銀行，七十七銀行，北日本銀行，福島銀行，栃木銀行，
武蔵野銀行，東日本銀行，仙台信用金庫，宮城第一信用金庫，石巻信用金庫，仙南信用金庫，
塩竃信用金庫，気仙沼信用金庫の１３行庫である。

（注２）９９年度のみどり銀行は９８年度に資産買取実行のため，金銭贈与額のみ計上した。
（注３）新潟中央銀行の救済金融機関は，大光銀行，第四銀行，八十二銀行，東日本銀行，群馬銀行，東

和銀行の６行である。
（注４）長崎第一信用組合の救済金融機関は，長崎三菱信用組合，十八銀行である。
（注５）上田商工信用組合の救済金融機関は，長野県信用組合，美駒信用組合，長野信用金庫，上田信用

金庫，八十二銀行の５金融機関である。
（注６）千葉県商工信用組合の救済金融機関は，東京スター銀行，銚子商工信用組合である。
（注７）同日，日本承継銀行をへて清水銀行，静岡中央銀行，東京スター銀行へ営業譲渡された。
（注８）同日，日本承継銀行をへて北陸銀行，北國銀行，富山第一銀行，金沢信用金庫，能登信用金庫へ

営業譲渡された。
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付表 C 預金保険機構による資本増強の実績
（２００４年３月３１日現在）

（１）早期健全化法に基づく実績

金融機関名 注入年月
優先株式 劣後債・劣後ローン

備考
注入額 償還消却等

返済額 注入額 償還消却等
返済額

みずほ FG
（旧第一勧業銀行） １９９９．３． ７，０００ ０ ２，０００ １，０００ （注１）

みずほ FG（旧富士銀行） ９９．３． ８，０００ ０ ２，０００ ０
みずほ FG
（旧日本興業銀行） ９９．３． ３，５００ ０ ２，５００ 全額 （注１）

三井住友 FG
（旧さくら銀行） ９９．３． ８，０００ ０ － －

三井住友 FG
（旧住友銀行） ９９．３． ５，０１０ ０ － －

UFJ HD（旧三和銀行） ９９．３． ６，０００ ０ １，０００ ０
UFJ HD（旧東海銀行） ９９．３． ６，０００ ０ － －
UFJ HD（旧東洋信託銀行） ９９．３． ２，０００ ０ － －
りそな HD（旧大和銀行） ９９．３． ４，０８０ ０ － －
りそな HD
（旧あさひ銀行） ９９．３． ４，０００ ０ １，０００ ０

三菱東京 FG
（三菱信託銀行） ９９．３． ２，０００ 全額 １，０００ 全額 （注２）

住友信託銀行 ９９．３． １，０００ 全額 １，０００ 全額 （注３）
三井トラスト HD
（旧三井信託銀行） ９９．３． ２，５０３ ０ １，５００ １００ （注４）

三井トラスト HD
（旧中央信託銀行） ９９．３． １，５００ ０ － －

横浜銀行 ９９．３． １，０００ ０ １，０００ ５００ （注４）
あしぎん FG（足利銀行） ９９．９．，９９．１１． １，０５０ ０ － －
ほくぎん FG（北陸銀行） ９９．９． ７５０ ０ － －
琉球銀行 ９９．９． ４００ ０ － －
もみじ HD
（広島総合銀行） ９９．９． ２００ ０ ２００ ０

熊本ファミリー銀行 ２０００．２． ３００ ０ － －
北海道銀行 ００．３． ４５０ ０ － －
新生銀行 ００．３． ２，４００ ０ － －
千葉興業銀行 ００．９． ６００ ０ － －
八千代銀行 ００．９． ３５０ ０ － －
あおぞら銀行 ００．１０． ２，６００ ０ － －
関西さわやか銀行 ０１．３． ８０ 全額 ４０ 全額 （注５）
東日本銀行 ０１．３． ２００ ０ － －
りそな HD
（近畿大阪銀行） ０１．４． ６００ ０ － －

岐阜銀行 ０１．４． １２０ ０ － －
福岡シティ銀行 ０２．１． ７００ ０ － －
和歌山銀行 ０２．１． １２０ ０ － －
九州親和 HD（九州銀行） ０２．３． ３００ ０ － －
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（２）金融機能安定化法に基づく

金融機関名 注入年月
優先株式 劣後債・劣後ローン

備考
注入額 償還消却等

返済額 注入額 償還消却等
返済額

みずほ FG
（旧第一勧業銀行） １９９８．３． ９９０ ０ － －

みずほ FG（旧富士銀行） ９８．３． － － １，０００ 全額 （注６）
みずほ FG
（旧日本興業銀行） ９８．３． － － １，０００ 全額 （注６）

みずほ FG
（旧安田信託銀行） ９８．３． － － １，５００ １，２５０ （注７）

三井住友 FG
（旧さくら銀行） ９８．３． － － １，０００ 全額 （注８）

三井住友 FG
（旧住友銀行） ９８．３． － － １，０００ 全額 （注８）

三菱東京 FG
（東京三菱銀行） ９８．３． － － １，０００ 全額 （注９）

三菱東京 FG
（三菱信託銀行） ９８．３． － － ５００ 全額 （注１０）

UFJ HD（旧三和銀行） ９８．３． － － １，０００ 全額 （注８）
UFJ HD（旧東海銀行） ９８．３． － － １，０００ 全額 （注８）
UFJ HD（旧東洋信託銀行） ９８．３． － － ５００ 全額 （注８）
りそな HD
（旧あさひ銀行） ９８．３． － － １，０００ ０

りそな HD（旧大和銀行） ９８．３． － － １，０００ ０
住友信託銀行 ９８．３． － － １，０００ 全額 （注８）
三井トラスト HD
（旧三井信託銀行） ９８．３． － － １，０００ ０

三井トラスト HD
（旧中央信託銀行） ９８．３． ３２０ ０ ２８０ 全額 （注１１）

横浜銀行 ９８．３． － － ２００ 全額 （注１２）
ほくぎん FG（北陸銀行） ９８．３． － － ２００ ０
あしぎん FG（足利銀行） ９８．３． － － ３００ 全額 （注６）
新生銀行 ９８．３． １，３００ ０ ４６６ 全額 （注１１）
あおぞら銀行 ９８．３． ６００ ０ － －
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（３）預金保険法（危機対応）に基づく

金融機関名 注入年月
優先株式 劣後債・劣後ローン

注入額 償還消却等
返済額 注入額 償還消却等

返済額
りそな HD（りそな銀行） ２００３．６． １９，６００ ０ － －

（４）組織再編成促進特措法に基づく

金融機関名 注入年月
優先株式 劣後債・劣後ローン

注入額 償還消却等
返済額 注入額 償還消却等

返済額
関東つくば銀行 ２００３．９． － － ６０ ０

単位：億円，％
出典：預金保険機構ホームページから転載し，一部加工した。
（注１）２００４年３月，劣後債を期限前償還した。
（注２）２０００年１月に優先株式を転売，同年１２月に劣後債を買入消却した。
（注３）２００４年１月に優先株式を転売し，劣後債を買入消却した。
（注４）２００４年３月，劣後ローンを任意弁済した。
（注５）２００３年１２月に優先株式を，０４年１月に劣後債を買入消却した。
（注６）２００４年３月，劣後債を期限前償還した。
（注７）劣後債のうち２００３年３月５００億円，同年９月５００億円，０４年３月２５０億円を期限前償還

した。
（注８）２００３年３月，劣後債を期限前償還した。
（注９）２０００年２月，劣後債を買入消却した。
（注１０）２０００年１２月，劣後債を買入消却した。
（注１１）２００３年３月，劣後ローンを任意弁済した。
（注１２）２００３年５月，劣後ローンを任意弁済した。
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